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第 1 章  

序論 

 

 

 

第１節 研究の背景 

1.1.1. 沿岸域管理の必要性 

 沿岸域ではコンテナ船・貨物船による海上物流拠点や工場・発電所・漁港等が立地して

おり，現代社会にとって必要不可欠な場が形成されている。また，沿岸域では藻場・干潟・

塩性湿地・マングローブ林・サンゴ礁などの自然環境が形成されており，人類にとって重

要な生態系サービスを提供している（Costanza et al. 1997, Barbier et al. 2011, Costanza 

et al. 2014）。しかし，埋立てや伐採等によって直接的に，また人間活動に由来する水質汚

染等によって間接的に自然環境の悪化・減少が進んできた（e.g., Duarte 2002, Orth et al. 

2006, Waycott et al. 2009）。そのため，解決に向けて世界が取組むべき環境課題となって

いる。 

こうしたことを受け，1992 年のリオデジャネイロにおける国連の地球サミットで沿岸

域の総合的管理や持続可能な開発に対する取組みを行うことが各国で合意された（United 

Nations Conference on Environment and Development 1993）。日本では，2007 年に施

行された海洋基本法において沿岸域の総合的管理に取組むことが定められた。また同年，

国連教育科学文化機関（UNESCO）の政府間海洋学委員会（IOC）は「海洋空間計画 

（Marine Spatial Planning: MSP）」を提案し，人間活動と自然環境を持続可能な形で利

用していくための方法を提言した（Ehler et al. 2007）。この海洋空間計画では，生態系に
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基づくアプローチから海域を管理していくことを提唱しており，さまざまなステークホル

ダーの参加により生物学的，生態学的に重要なエリアと人間活動による利用等の情報につ

いての現状把握を行い，海洋空間利用の将来計画を策定し，持続的な利用を行うことが重

要であることを示している。日本では，2018 年に新たに策定された第 3 期海洋基本計画

において海洋状況把握（Maritime Domain Awareness : MDA）が基本施策の 1 つとして

位置付けられるなど，海洋における情報の収集，集約，共有が求められている。このよう

に沿岸域を含む海域を対象として，さまざまな政策が国内外で提案されており，海域を持

続的に利用していくことが求められている。 

世界では化石燃料の使用により生じる二酸化炭素等の温室効果ガスの増加が地球温暖

化を加速させているということが明らかとなっている（IPCC 2019）。日本では，2011 年

3 月 11 日の福島第一原子力発電所の事故以降，原子力，火力発電等の代替となる再生可能

エネルギーによる電源開発に取組み始めている（資源エネルギー庁 2018）。その一環とし

て，海域では洋上風力発電や潮流発電の実証実験が行われており，海域利用に関する法改

正と合わせて実用化への動きが進んでいる（産業技術総合研究所 2014，2018）。一方で沿

岸域には海面養殖を含めた漁業活動，海上物流などによる海面利用がすでに行われている

海域が多い。そのため，新たな海域利用のためには多くのステークホルダーによる合意形

成が必要不可欠である。これを実現するためには，人間活動と自然環境に関する情報を収

集・集約・共有し，さまざまな立場・観点からの総合的な議論が必要である。 

 

1.1.2. 海面養殖の重要性と自然環境の保全 

 世界人口の多くが集中している沿岸域では，食料源として水産物の供給が必要不可欠で

ある。しかし，世界の水産物漁獲量は 1980 年代後半から伸び悩んでいる（World Bank，

2013）。一方で養殖による生産量は増加傾向にあり，急激な世界人口の増加に伴う食料需

要に対応するため，持続的な養殖生産による食料供給が期待されている。 

海面養殖は時として自然環境を直接的もしくは間接的に減少・消失してきた。例えば，

東南アジアではエビの養殖池を整備するためにマングローブ林が伐採されてきた（e.g. 
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Huitric et al. 2002, Thu et al. 2007, Ilman et al. 2016）。また，多くの国で魚類養殖がア

マモ場や海底環境などに悪影響を及ぼしてきた（e.g. Delgado et al. 1999, Pergent-

Martini et al. 2006, Cullain et al. 2018）。このような背景から，海を持続的に利用してい

くためには人間活動による養殖活動と沿岸域の自然環境の両方を把握し，適切に管理して

いくことが必要である（Komatsu et al. 2012）。 

日本の沿岸では区画漁業権に基づいて海面養殖が行われている。区画漁業権は漁業法に

基づいており，5 年又は 10 年の免許期間ごとに都道府県知事による免許が必要である。区

画漁業権は第 1 種から第 3 種まであるが，最も一般的なのは第 1 種区画漁業権である（小

松ら 2017）。第 1 種区画漁業権では，一定の区域内において石，かわら，竹，木等を敷設

して営む養殖業が許可される。区画漁業権に基づいて行われる養殖の漁場は各地域の漁業

協同組合（漁協）が自主的に管理している（Yamamoto 1995）。そのため，漁場管理の方

法・程度は各漁協やその支所によって異なる。また，一つの湾内の区画漁業権に複数の漁

協・支所が関係する場合もある。そのような場合には，区画漁業権単位でしか養殖漁場が

管理されてないために，湾全体の海洋環境を健全に維持するには漁協間の調整が必要にな

る。また，漁協が定めている行使規則台数を大幅に上回る養殖施設が設置されている場合

（陸田ら 2011）や，区画漁業権の区域外に養殖施設が設置されている場合（宮城県南三

陸町 2010）もあり，養殖漁場が適切に管理されていない状況も発生している。海面養殖

が自然環境に与える影響を最小限にし，自然の環境収容力の範囲内で養殖するためには湾

といった自然地形の単位で情報を把握し，適切に管理していくことが重要である。一方で，

海面養殖のために使用・設置されている海面養殖施設の情報を現地調査で把握するには漁

協単位では人的余力がなく，現実的でないことから，海面養殖施設を効率的に把握するた

めの手法開発が望まれていた（小松ら 2017，柳 2019）。 

2018 年「漁業法等の一部を改正する等の法律」が第 197 回国会に提出・可決され 12 月

14 日に公布，2 年以内に施行される。この改正漁業法により漁業権者はその漁場を適切・

有効に活用する責務を課されるとともに，漁場活用に関する情報の報告を義務づけられる

こととなった。このように海洋に関する情報の収集・集約・共有はこれまで以上に求めら
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れるようになっている。海面養殖施設の実際の設置状況や航路の位置などの海面利用状況

を一枚の地図で示すことができれば，国・都道府県・市町村の政策決定者や利害関係者間

での協議の場など，様々な場面で活用されることが期待できる。 

 

1.1.3. 人工衛星リモートセンシングによる沿岸域管理の可能性 

 物に触らずに調べる技術をリモートセンシングといい，人工衛星や航空機などに搭載し

たセンサから広い範囲の地表面を同時に観測することできる。リモートセンシングのプラ

ットホームである人工衛星の一つに陸域の環境や資源などを観測する地球観測衛星があ

る。地球観測衛星は地球上の周囲の決まった軌道上を一定周期で周回し，定期的な観測を

行っている。観測されたデータは蓄積されており，過去に遡った解析が可能である。この

ような地球観測衛星に搭載されているセンサとして，光学センサと合成開口レーダがある。 

光学センサは受動型センサであり，太陽光が地表面の物体に当たって反射する可視光か

ら近赤外までの波長帯を観測するものである。したがって，太陽光が当たらない夜間は観

測ができず，また雲の下にある地表面を観測することができない。このように光学センサ

は地表面の観測頻度の安定性に欠けるが，可視光域を観測しているためデータの解釈が容

易である。また，可視光の一部は水を透過するので，水中での光の吸収と散乱が少ない浅

海域では海底面からの光反射スペクトルを観測することができる。マイクロ波は雲や霧，

ある程度の雨などを貫通し，昼夜を問わずに観測可能である（大内，2009）。このマイク

ロ波をセンサ自身が照射と受信を行う能動型センサが合成開口レーダ（Synthetic 

Aperture Radar: SAR）である。しかし，マイクロ波は海面で反射するため，海面下の観

測はできない。 

 高い空間解像度を持つ地球観測衛星として 1972 年に世界で初めて打ち上げられた米国

の Landsat1 の Multispectral Scanner System (MSS) による地上分解能は 80m で、

Landsat3 まで同じセンサでの観測が続けられた（表 1.1）。MSS は可視近赤外域を 4 つの

波長帯（バンド）で観測可能であった。その後打ち上げられた Landsat4 では MSS の他

に Thematic Mapper (TM)というセンサが搭載され，空間解像度が 30 m となり，またバ
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ンド数も 7 バンドに増加した。その後，LANDSAT8 では Operational Land Imager (OLI)

というセンサが搭載され，バンド数が 9に増えた。また，データ量子化ビット数はLandsat1

から Landsat7 までは 8 bit だったのに対し，Landsat8 では 12 bit となった。このよう

に，Landsat などの地球観測衛星に搭載されるセンサの性能は空間解像度，量子化ビット

数ともに飛躍的に向上している（表 1.2）。 

光学センサを搭載した人工衛星のうち，現在も運用されており一般にデータの入手が可

能で最も空間解像度が高いものは米国 Maxar Technologies 社（打上げ当時は Digital 

Globe 社）が 2014 年に打ち上げた人工衛星 WorldView-3 である（2016 年に WorldView-

4 が打ち上げられたが，故障により 2019 年に運用を停止）。WorldView-3 は，最大空間解

像度がマルチスペクトルバンドで 1.24 m，パンクロマチックバンドで 0.31 m，量子化ビ

ット数 11 bit でデータ取得が可能である（表 1.3）。 

マイクロ波を観測する SARは人工衛星や航空機といったプラットホームの進行方向（ア

ジマス方向）に対し，直角方向（レンジ方向）に斜め下方にマイクロ波を照射し，その後

方散乱を受信する（図 1.1）。現在運用されている人工衛星搭載 SAR は主に X バンド（中

心波長約 3 cm），C バンド（同 6 cm），L バンド（同 24 cm）が用いられている（表 1.3）。

SAR では従来，水平偏波（HH）あるいは垂直偏波（VV）のような 1 つの偏波による観測

方法が用いられてきたが，近年はこれら水平・垂直偏波を同時に観測できる多偏波 SAR，

特に送信・受信での水平・垂直偏波の 4 つを組み合わせた全偏波観測 SAR が世界的に注

目され応用研究が進められている。例えば，Yonezawa et al. (2012) は 2008 年の岩手・

宮城内陸地震によって発生した地すべり地の検出において，空間解像度 10 m の単偏波観

測データよりも空間解像度 30 m の全偏波観測データの方が検出に適していたと報告して

おり，さまざまな分野で全偏波観測 SAR の応用研究が進められている。 

世界初となる全偏波観測可能なLバンドSAR，PALSARを搭載した人工衛星ALOSは，

日本の宇宙航空研究開発機構（JAXA）によって 2006 年から 2011 年まで運用された。

2014 年にはその後継機となる PALSAR-2 を搭載した人工衛星 ALOS-2 が打ち上げられ

た。PALSAR-2 は PALSAR よりも空間解像度が向上し，全偏波観測時の空間解像度が



6 

 

ALOS PALSAR が 24～89 m であったのに対し，ALOS-2 PALSAR-2 では 6 m もしくは

10 m での観測が可能となった。また，JAXA は航空機搭載型 SAR の Pi-SAR（1998 年か

ら 2011 年まで）と Pi-SAR-L2（2012 年から 2017 年まで）を使用して不定期観測を行っ

ている。Pi-SAR は 2.5 × 1.6 m，Pi-SAR-L2 は 1.76 × 3.2 m の空間解像度で全偏波観測

が可能であり，ALOS や ALOS-2 といった人工衛星搭載 SAR よりも高い空間解像度のデ

ータが得られる。 

 このような光学センサおよび SAR によるリモートセンシング手法を沿岸海域に適用し

た研究は幅広く行われている。光学センサを利用した研究では，Phinn et al. (2008) は

Quickbird-2 および Landsat5，Knudby et al. (2011) は IKONOS，Tsujimoto et al. (2016) 

は WorldView-2 を用いて浅海域の海草・海藻藻場をマッピングしている。Nurdin et al. 

(2015) は Landsat1,2,4,5,7,8，Sawayama et al. (2015) は WorldView-2 を用いてサンゴ

礁をマッピングしている。海面養殖施設をマッピングした事例として，Komatsu et al. 

(2002) は IKONOS, Komatsu et al. (2012) は ALOS，Fujii et al. (2019) は GeoEye-1, 

WorldView-1,2,3，Kang et al. (2019) は Landsat5,7,8 を使用した。SAR を利用した研究

では，Travaglia et al. (2004) は ERS-2, RADARSAT-1，Szuster et al. (2008) は

RADARSAT-1，Sugimoto et al. (2013) は ALOS PALSAR を使用した。このように沿岸

海域に光学センサおよび SAR によるリモートセンシングを適用した研究は，衛星データ

の空間分解能の向上に伴って増加しており，今後もさらに進むことが予想される。 

 

1.1.4. 東日本大震災による三陸沿岸の水産業の被害 

 岩手県から宮城県にかけての三陸沿岸ではリアス式の海岸地形を活かし，古くからホタ

テガイ，カキ，ホヤ，コンブ，ワカメなどの無給餌養殖，ギンザケなどの給餌養殖が行わ

れてきた。しかし，2011 年 3 月 11 日東日本大震災による大津波は三陸沿岸の養殖施設に

壊滅的な被害をもたらした。これらの被害額は養殖施設だけで 738 億円と見積もられてい

る。その後 2020 年 1 月末時点で，再開を目指す養殖施設は 100%復旧したとされている

（農林水産省 2020）。岩手県・宮城県ともに海面養殖生産量は 2016 年時点で震災前 2010
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年時点と比較して 3 分の 2 程度となっている（図 1.2）。漁業センサスによると海面漁業の

就業者人口は 2008 年時点で岩手県 9,753 人，宮城県 9,753 人であったのに対し，2013 年

時点で岩手県 6,289 人，宮城県 6,516 人，2018 年時点で岩手県 6,327 人，宮城県 6,224 人

（農林水産省 2010, 2015, 2020）となっており，震災後は震災前の 3 分の 2 程度となって

いる。 

東日本大震災前の三陸沿岸では過剰な海面養殖施設の配置が漁場劣化を引き起こして

いた。例えば，宮城県志津川湾ではカキ養殖が底質悪化を招き，貧酸素化を招いたこと（野

村ら 1996）や，岩手県大槌湾ではカキ・ホタテガイ養殖による海底の疲弊化と養殖生産

量の減少傾向が問題となっていた（古谷ら 2007）。今後，持続的な養殖生産のためには，

それぞれの湾の環境収容力を把握し，適切な養殖量を把握する必要がある。そのためには，

養殖施設の空間配置や台数といった実際の漁場利用に関する情報が必要である。 

 

第２節 研究の目的と章構成 

 沿岸域管理のために海洋空間情報を把握することが国内外の各種政策において求めら

れている。前節で述べたように，リモートセンシング手法を用いることで沿岸域の自然環

境と人間活動による養殖活動を把握できることがこれまでの研究により明らかとなって

いる。しかしながら，沿岸海域に設置された海面養殖施設をマッピングした事例は国内外

で未だ少ない。また，養殖施設の種類や大きさは国や地域によって異なっているため，そ

れぞれに適したマッピング手法の開発が必要である。さらに，東日本大震災の大津波によ

って壊滅的な被害を受けた三陸沿岸の海面養殖施設の復旧状況は宮城県志津川湾

（Komatsu et al. 2019）と女川湾（Fujii et al. 2019）では調査が行われているものの未

だ少ない。そのため，これら以外の湾についても調査することが望ましい。 

 そこで本研究では，リモートセンシング手法による海面養殖施設マッピング手法を開

発・適用し，三陸沿岸の海面養殖施設の復旧状況を明らかにすることを目的とした。 
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 以降に，本稿各章の概要を記す。 

 

 第２章では，高分解能光学衛星を用いたリモートセンシング手法により，海面養殖施設

の空間情報を自動抽出するための手法を開発する。 

 第３章では，第２章と同様に海面養殖施設を効率よく把握するためのリモートセンシン

グ手法として，合成開口レーダを用いた手法の開発を行う。この手法では，海面養殖施設

の検出と種類判別法について開発する。 

第４章では，前章までに開発した手法を適用し，三陸沿岸を対象として海面養殖施設の

解析を行う。この解析から手法の汎用性について調べる。 

第５章では，リモートセンシング手法による海面養殖施設マッピング，東日本大震災に

より壊滅的な被害を受けた三陸沿岸の海面養殖施設，漁業以外の分野でのマッピング手法

の活用について，総合考察する。 
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図表 

 

表 1.1 地球観測衛星 Landsat シリーズの諸元 

（一般社団法人リモート・センシング技術センターウェブサイトを基に作成） 

衛星名称 
打上げ日 

（運用終了日） 
センサ 

空間解像度 

（cm） 
運用機関 

Landsat1 
1972/7/23 

(1978/1/6） 
MSS 80 NASA 

Landsat2 
1975/1/22 

(1982/2/5） 
MSS 80 NASA 

Landsat3 
1978/3/5 

(1983/3/31) 
MSS 80 NASA 

Landsat4 
1982/7/16 

(2001/6/1) 

MSS 

TM 

80 

30 

NOAA(’83) 

Eosat(’85) 

Landsat5 
1984/3/1 

(2013/1/15) 

MSS 

TM 

80 

30 

NOAA(’83) 

Eosat(’85) 

Landsat6 
1993/10/5 

（打上げ失敗） 
ETM 

15 (PAN) 

30 (MS) 
- 

Landsat7 1999/4/15 ETM+ 
15 (PAN) 

30 (MS) 
NOAA 

Landsat8 2013/2/11 OLI 
15 (PAN) 

30 (PAN 以外) 
USGS 

RBV…Return Beam Vidicon Camera 

MSS…Multispectral Scanner 

TM…Thematic Mapper 

ETM…Enhanced Thematic Mapper 

OLI…Operational Land Imager 

PAN…Panchromatic Sensor 

MS…Multispectral 
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表 1.2 地球観測衛星 Landsat シリーズの各センサの諸元 

（Chander et al. 2009, NASA・USGS ウェブサイトを基に作成） 

センサ名称 

（衛星名称） 
バンド 

波長帯 

 (µm) 

空間解像度  

(m) 

量子化ビット数 

（bit） 

MSS 

 (Landsat1) 

1 0.499 – 0.597 68 × 83 

8 
2 0.6-3 – 0.701 68 × 83 

3 0.694 – 0.800 68 × 83 

4 0.810 – 0.989 68 × 83 

TM  

(Landsat5) 

1 0.452 – 0.518 30 

8 

2 0.528 – 0.609 30 

3 0.626 – 0.693 30 

4 0.776 – 0.904 30 

5 1.567 – 1.784 30 

6 10.45 – 12.42 120 

7 2.097 – 2.349 30 

ETM+ 

（Landsat7） 

1 0.452 – 0.514 30 

8 

2 0.519 – 0.601 30 

3 0.631 – 0.692 30 

4 0.772 – 0.898 30 

5 1.547 – 1.748 30 

6 10.31 – 12.36 60 

7 2.065 – 2.346 30 

8 0.515 – 0.896 15 

OLI 

 (Landsat8) 

1 0.433 – 0.453 30 

12 

2 0.450 – 0.515 30 

3 0.525 – 0.600 30 

4 0.630 –0. 680 30 

5 0.845 – 0.885 30 

6 1.560 – 1.660 30 

7 2.100 – 2.300 30 

8 0.500 – 0.680 15 

9 1.360 – 1.390 30 
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表 1.3 米国 Maxar Technologies の人工衛星の諸元 

（一般社団法人リモート・センシング技術センター・Satellite Imaging Corporation

ウェブサイトを基に作成） 

衛星名称 打上げ日 バンド 波長帯 (µm) 
解像度 (m) 

（直下視） 

量子化 

ビット数 

（bit） 

IKONOS 1999/9/24 
MS 

1 0.45 – 0.53 

3.2 
11 

2 0.52 – 0.61 

3 0.64 – 0.72 

4 0.76 – 0.86 

PAN 1 0.45 – 0.90 0.82 

QuickBird 2001/10/18 
MS 

1 0.45 – 0.52 

2.62 
11 

2 0.52 – 0.60 

3 0.63 – 0.69 

4 0.76 – 0.90 

PAN 1 0.45 – 0.90 0.65 

WorldView-1 2007/9/18 PAN 1 0.450 – 0.900 0.50 11 

GeoEye-1 2008/9/6 
MS 

1 0.450 – 0.510 

1.65 
11 

2 0.210 – 0.580 

3 0.655 – 0.690 

4 0.780 – 0.920 

PAN 1 0.450 – 0.800 0.41 

WorldView-2 2009/10/8 
MS 

1 0.400 – 0.450 

1.85 
11 

2 0.450 – 0.510 

3 0.510 – 0.580 

4 0.585 – 0.625 

5 0.630 – 0.690 

6 0.705 – 0.745 

7 0.770 – 0.895 

8 0.860 – 1.040 

PAN 1 0.447 – 0.808 0.46 
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表 1.3 (2)  米国 Maxar Technologies の人工衛星の諸元 

（一般社団法人リモート・センシング技術センター・Satellite Imaging 

Corporation ウェブサイトを基に作成） 

衛星名称 打上げ日 バンド 波長帯 (µm) 
解像度 (m) 

（直下視） 

量子化 

ビット数 

（bit） 

WorldView-3 2014/8/13 
MS 

1 0.400 – 0.450 

1.24 
11 

2 0.450 – 0.510 

3 0.510 – 0.580 

4 0.585 – 0.625 

5 0.630 – 0.690 

6 0.705 – 0.745 

7 0.770 – 0.895 

8 0.860 – 1.040 

PAN 1 0.450 – 0.800 0.31 

WorldView-4 2016/11/11 
MS 

1 0.450 – 0.510 

1.24 
11 

2 0.510 – 0.580 

3 0.655 – 0.690 

4 0.780 – 0.920 

PAN 1 0.450 – 0.800 0.31 

 

  



13 

 

表 1.4 人工衛星搭載型合成開口レーダの諸元 

（一般社団法人リモート・センシング技術センター・JAXA・Airbus Defense and 

Space ウェブサイトを基に作成） 

衛星名 
打上げ日 

（運用終了日） 
観測モード 偏波 周波数 

ERS-2 
1995/4/21 

(2011/7/4) 

Image Mode 

VV C-band Wave Mode 

Wind Mode 

RADARSAT-1 
1995/11/4 

(2013/3/29) 

Standard 

HH C-band 

Wide 

Fine Resolution 

ScanSAR 

Extended 

ALOS 

PALSAR 

2006/1/24 

(2011/4/22) 

高分解能 

28Mhz HH or VV 

L-band 14Mhz 
HH+HV or 

VV+VH 

多偏波 HH+HV+VH+VV 

TerraSAR-X 2007/6/15 

SpotLight 
Single(VV or HH) 

Dual (HH+VV) 

X-band 

StripMap 

Single(VV or HH) 

Dual (HH+VV or 

HH+HV or 

VV+VH 

ALOS-2 

PALSAR-2 
2014/5/24 高分解能 

3m HH or HV or VV 

L-band 6m 
HH+HV or 

VV+VH 

10m HH+HV+VH+VV 
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図 1.1  合成開口レーダによるデータ観測の概要図 
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図 1.2 主要海面養殖生産種の年別生産量（2010 年から 2018 年まで）：(a)岩手県，(b)宮城

県（農林水産省海面漁業生産統計調査結果を基に作成） 
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(b) 海面養殖生産量（宮城県）

ホタテガイ カキ ホヤ コンブ ワカメ

*2011年のホヤの生産量は非公表となっている
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第 2 章  

高分解能光学衛星画像を用いた 

海面養殖施設の自動抽出手法開発 

 

 

 

第１節 緒言 

 前章で述べたように，本研究は海面養殖施設マッピング手法を開発することを目的の一

つとしている。そこで本章では，高分解能光学衛星による自動抽出手法を開発する。 

海面養殖施設のマッピングを光学センサによるリモートセンシングから行っている研

究例は国内外でいくつかある。日本では Komatsu et al. (2002) がマルチスペクトルバン

ド 4 m，パンクロマチックバンド 1 m 空間解像度の人工衛星 IKONOS 画像，Komatsu et 

al. (2012) がマルチスペクトルバンド 10 m，パンクロマチックバンド 2.5 m 空間解像度

の人工衛星 ALOS 画像にそれぞれパンシャープン処理を行い，いずれも岩手県山田湾の湾

奥部に設置された筏式養殖施設（幅 4 m × 長さ 12 m）と延縄式養殖施設（長さ 50 m ～ 

100 m）の検出を行っている。パンシャープン処理とは，高解像度パンクロマチック画像

と低解像度マルチスペクトル画像の 2 つを合成することで，高解像度のマルチスペクトル

画像（パンシャープン画像）を合成する手法のことである。これらの研究から，空間解像

度 1 m および 2.5 m のパンシャープン画像から筏式養殖施設と延縄式養殖施設が 1 台毎

に検出できることが明らかになっている。ただし，延縄式養殖施設の一部については空間

解像度の限界もしくは養殖施設が水面下に沈んでいたことから不鮮明な検出であったと

されている。 
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海外では，Kang et al. (2019) が空間解像度マルチスペクトルバンド 30 m，パンクロマ

チックバンド 15 m の人工衛星 Landsat5,7,8 画像を用いて中国遼寧省の沿岸海域に設置

された海面養殖施設を面的なマッピングを行っている。この研究では，画像を陸域と海域

に区別した後，海域を対象に OBVS-NDVI（Object-Based Visually Salient Normalized 

Difference Vegetation Index）を適用して養殖施設が設置されている可能性のある領域を

特定する一方，Canny 法によるエッジ抽出法を適用して養殖施設と思われる構造物を画像

中から抽出し，これらの範囲が重複したものを養殖施設と特定している。全体精度は 82%

以上とされている。Fu et al. (2019) は空間解像度約 0.5 m の高分解能光学衛星

WorldView-2 画像を用いて中国福建省の Cage Culture Areas（CCA）と Raft Culture 

Areas（RCA）の 2 種類の海面養殖施設をオブジェクトベース解析を用いて面的な検出と

種類判別を行っている。その全体精度は約 96%とされている。このように，オブジェクト

ベース解析を高分解能光学衛星に適用することで，高精度に海面養殖施設の面的な検出・

抽出が可能であることがすでに明らかとなっている。これらの先行研究では海面養殖施設

の大きさについては記載がないものの，比較的大型の海面養殖施設であることや，密集し

て設置されている海面養殖施設が 1 つの集合体として検出されていることが読み取れる。

そのため，これらの手法を日本沿岸で使用されている比較的小型な筏式養殖施設，延縄式

養殖施設のマッピングに適用できるかは不明である。また，日本では海面養殖施設の設置

場所は区画漁業権で定められており，一般に公表されている。そのため，先行研究で行っ

ている海面養殖施設が設置されている可能性のある領域を特定する必要はない。 

そこで，高分解能光学衛星を用いて日本沿岸に設置されている海面養殖施設を 1 台毎に

自動抽出するための手法開発を行うこととした。 

 

第２節 材料と方法 

2.2.1. 調査場所 

調査場所は先行研究と同様の岩手県山田湾の湾奥部を対象とした（図 2.1）。山田湾は湾

開口幅 3.94 km，面積 31.96 km2，湾内および湾口最大底深 90 m の海域である。本研究

では湾奥部のカキとホタテガイの養殖が行われている海域を対象とした。この海域では，
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三陸やまだ漁業協同組合と船越湾漁業協同組合の 2 つの漁協が湾内を利用しており，11 区

画，合計で 898.1 ha の区画漁業権が設定された養殖漁場となっている。三陸やまだ漁業協

同組合が管理する区画漁業権の範囲では筏式養殖施設（幅 4 m × 長さ 12 m）と延縄式養

殖施設（長さ 50 m ～ 100 m）の 2 種類の海面養殖施設が設置されている（図 2.2）。現

地調査は 2019 年 1 月 18 日に陸上から GPS（Garmin 社製，eTrex30）とデジタルカメラ

（Canon 社製，EOS Kiss X3）を用いて実際に設置されている海面養殖施設を陸上から確

認した。 

 

2.2.2. 高分解能光学衛星画像と解析方法 

高分解能光学衛星画像は 2019 年 4 月 8 日に観測された GeoEye-1 のマルチスペクトル

バンド画像（空間解像度 2.0 m）とパンクロマチックバンド画像（空間解像度 0.5 m）を

使用した。マルチスペクトルバンドは青色，緑色，赤色，近赤外波長帯の 4 つのバンド画

像によって構成される。以下に解析方法，図 2.3 にフローチャートを示す。解析にはソフ

トウェア ArcGIS10.5（ESRI 社）と ENVI 5.5（Harris Geospatial 社）を用いた。 

 

（１）読図による解析 

 パンクロマチックバンド画像から読図にて海面養殖施設の空間配置をマッピングした。

筏式養殖施設はポリゴン，延縄式養殖施設はポリラインで作成した。 

 

（２）DN の放射輝度値と反射率への変換 

高分解能光学衛星画像のピクセル値はデジタルナンバー（Digital Number: DN）であ

り，画像によって値の範囲が異なることから解析にあたっては DN を物理量である放射

輝度値および反射率に変換する必要がある。そこで，マルチスペクトルバンド画像とパ

ンクロマチックバンド画像を放射輝度値と反射率に変換した。DN からの変換式は衛星

センサによって異なっているが，一般的にはそれぞれ次の式で求められる。 
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（a） 放射輝度値 

 Ｌ
𝜆

= 𝐺𝑎𝑖𝑛 ∗ 𝐷𝑖𝑔𝑖𝑡𝑎𝑙 𝑁𝑢𝑚𝑏𝑒𝑟 + 𝑂𝑓𝑓𝑠𝑒𝑡   単位：𝑊
(𝑚2 ∗ 𝑠𝑟 ∗ 𝜇𝑚)⁄  

 

 ここで，Gain および Offset は各プロダクト固有の校正係数であり，バンド毎に異なる

値を持つ。 

 

（b）反射率 

 𝜌𝜆 =  
𝜋𝐿𝜆𝑑2

𝐸𝑆𝑈𝑁𝜆 sin 𝜃
  （0 ≤ 𝜌𝜆 ≤ 1） 

𝜌𝜆：反射率 

𝐿𝜆 : 放射輝度値 

d ：地球太陽間距離 

𝐸𝑆𝑈𝑁𝜆：太陽光照射（単位：𝑊
(𝑚2 ∗ 𝜇𝑚)⁄ ） 

𝜃：太陽天頂角 

 

（３）マスク処理 

 一般に陸域は海域と比べてはるかに大きい値を持つため，画像中に陸域を含んだまま海

域のマッピングを行うと海域の持つ値の変動が無視される可能性がある。そのため，あら

かじめ陸域を除外（マスク）し，区画漁業権の位置を参考に海面養殖施設が設置されてい

る海域だけの領域を作成した。 

 

（４）パンシャープン処理 

 マルチスペクトルバンド画像（空間解像度 2.0 m）とパンクロマチックバンド画像（空

間解像度 0.5 m）の反射率画像に Gram-Schmidt パンシャープン処理を行い，空間解像度

0.5 m のパンシャープン画像を合成した。Gram-Schmidt パンシャープン処理は，マルチ

スペクトルバンドの加重平均を計算することで低解像度のパンクロマチックバンドを作
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成し，Gram-Schmidt 直交化アルゴリズムを使用してバンドが非相関化された後に低解像

度のパンクロマチックバンドを高解像度のパンクロマチックバンドに置き換えることで，

空間解像度の高いパンシャープン画像を作成する手法である（Laben et al. 2000）。 

 

（５）任意閾値と指定閾値の設定 

各バンド画像から海面養殖施設を抽出するための閾値を設定した。閾値は，海面と海面

養殖施設を区別するための値として使用した。ここでは，海面養殖施設周囲の海面の最大

値（任意閾値）と，読図マッピング結果から明らかとなっている筏式と延縄式養殖施設の

平均値（指定閾値）の 2 つの閾値を設定した。これらの閾値は（６）オブジェクトベース

解析において使用した。 

 

（６）オブジェクトベース解析 

DN から反射率に変換したマルチスペクトルバンド画像とパンクロマチックバンド画像，

および（４）で作成したパンシャープン画像に任意閾値・指定閾値を設定したオブジェク

トベース解析を行った。オブジェクトベース解析は，画素同士の空間関係性に基づいてピ

クセルをグループ化（セグメンテーション）し，合成されたオブジェクトに基づいて解析

を行うものである。 

 

（７）精度検証 

 読図とオブジェクトベース解析の結果の精度を検証するため，三陸やまだ漁業協同組合

が管理している情報を正データとし，海面養殖施設の台数と面積について比較検証した。 

 

第３節 結果 

2.3.1. 読図マッピングと漁協管理情報 

 2019 年 4 月 8 日のパンクロマチックバンド画像から山田湾湾奥部の海面養殖施設の空

間配置を読図によりマッピングした（図 2.4）。マッピングした台数と平均面積，三陸やま
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だ漁業協同組合が管理している情報を表 2.1 に示す。これらは区画漁業権ごとに比較検証

し，それぞれの精度を求めた。 

三陸やまだ漁業協同組合では，今回の対象とした海域に筏式養殖施設 833 台と延縄式養

殖施設 1,205 台を設置・管理していた。一方，読図によるマッピング結果からは筏式養殖

施設 813 台，延縄式養殖施設 1,194 台がマッピングされた。この結果から，筏式養殖施設

は 97.6%，筏式養殖施設 99.1%という全体精度での読図マッピングが可能であった。なお，

漁業権区画第 134 号（大沢前），第 135 号（山田前）の区画漁業権では漁協が管理する台

数と読図マッピング結果の台数が 100%一致していた。 

 

2.3.2. 任意閾値オブジェクトベース解析 

 高分解能光学衛星のマルチスペクトルバンド画像とパンクロマチックバンド画像，合成

したパンシャープン画像に任意閾値を設定したオブジェクトベース解析を行った。解析範

囲は漁協管理台数と読図マッピング結果が 100%一致していた漁業権区画第 134 号と第

135 号を対象とした。各画像に設定した閾値を表 2.2 に示す。 

任意閾値によるオブジェクトベース解析の結果を図 2.5 に示す。図 2.5 が示している範

囲は図 2.4 の白枠の範囲である。解析により得られた筏式養殖施設の台数と面積，延縄式

養殖施設の台数を表 2.4 に示した。 

筏式養殖施設は図 2.5 で示す範囲内で，マルチスペクトルバンド画像 Band2 と Band4

ですべて抽出されていた一方，Band1 と Band3 では半数程度の抽出であった。パンクロ

マチックバンド画像とパンシャープン画像はいずれも抽出されたものが少数であった。マ

ルチスペクトルバンド画像は台数ベースで 75.6～99.7%，面積ベースで 67.7～99.8%，パ

ンクロマチックバンド画像は台数ベースで 50.5%，面積ベースで 4.8%，パンシャープン

画像は台数ベースで 51.9～57.6%，面積ベースで 4.2～5.4%の抽出精度であった。 

 延縄式養殖施設はマルチスペクトルバンド画像 Band2，パンクロマチックバンド画像，

パンシャープン画像で多くが抽出されていたものの，1 台の延縄式養殖施設が複数に分割

されているものが多かった。台数ベースで，マルチスペクトルバンド画像は 2.4～43.9%，
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パンクロマチックバンド画像は 27.6%，パンシャープン画像は 25.7～35.8%の抽出精度で

あった。 

以上のように，任意閾値によるオブジェクト解析ではマルチスペクトルバンド画像から

筏式養殖施設を精度良く抽出することができ，その中でも特に台数ベース 99.4～99.7%，

面積ベース 98.5～99.8%で抽出可能であったマルチスペクトルバンド画像 Band2 もしく

は Band4 の画像を解析に用いることで抽出精度が高まることが分かった。 

 

2.3.3. 指定閾値オブジェクトベース解析 

 マルチスペクトルバンド画像，パンクロマチックバンド画像，パンシャープン画像に指

定閾値を設定したオブジェクトベース解析を適用した。各バンド画像に設定した閾値は表

2.3 に示す。 

 指定閾値によるオブジェクトベース解析の結果を図 2.6 に示した。図 2.6 は図 2.4 の白

枠で囲われた範囲を示している。解析により得られた筏式養殖施設の台数と面積，延縄式

養殖施設の台数を表 2.5 に示した。筏式養殖施設はマルチスペクトルバンド画像 Band1 と

Band2 で抽出されていないものがいくつか確認された。パンクロマチックバンドとパンシ

ャープン画像では筏式養殖施設が抽出されているものの，本来は 1 台であるはずのものが

複数に分割されて抽出されていた。マルチスペクトルバンドでは台数ベース 95.5～99.7%，

面積ベース 90.8～92.5%，パンクロマチックバンドとパンシャープン画像では台数ベース

48.9～50.3%，面積ベース 32.3～35.0%の抽出精度であった。 

延縄式養殖施設は 1 台の施設が複数に分割されて抽出されているものが多く確認され

た。中には 1台として正確に抽出されているものもあったが，全体の中では少数であった。

台数ベースで，マルチスペクトルバンドは 27.3～32.1%，パンクロマチックバンドは 12.0%，

パンシャープン画像は 12.0～12.7%の抽出精度であった。 

以上のように，指定閾値によるオブジェクト解析ではマルチスペクトルバンド画像から

筏式養殖施設を精度良く抽出することができ，その中でも特に台数ベース 99.7%，面積ベ

ース 90.8～92.5%の抽出精度であったマルチスペクトルバンド画像 Band3 と Band4 を用

いることで抽出精度が高まることが分かった。 
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第４節 考察 

2.4.1. 自動抽出のための最適バンドと閾値の設定 

任意閾値と指定閾値のオブジェクトベース解析により，筏式養殖施設と延縄式養殖施設

の自動抽出を行った。任意閾値と指定閾値のオブジェクトベース解析ともにマルチスペク

トルバンド画像を用いた場合に筏式養殖施設の抽出精度が高かった。このことは，筏式養

殖施設の抽出には必ずしも空間解像度の高いパンクロマチックバンド画像やパンシャー

プン画像を用いる必要はなく，マルチスペクトルバンド画像程度の空間解像度で十分に抽

出可能であることを示している。 

任意閾値によるオブジェクトベース解析ではマルチスペクトルバンド画像 Band2 と

Band4，指定閾値によるオブジェクトベース解析では Band3 と Band4 の抽出精度が高か

った。これら解析での違いは閾値の設定値だけであることから，閾値の設定値は抽出結果

に違いを生じさせることを意味している。そのため，海面養殖施設マッピングのための最

適な閾値を設定する必要がある。今回の解析では，任意閾値，指定閾値に関係なくマルチ

スペクトルバンド画像 Band4 を用いた場合に高精度が得られた。Band4 は近赤外バンド

であり，水面や海面で吸収される特性があることから海面と海面養殖施設を明瞭に区別し

やすかったものと考えられる。 

マルチスペクトルバンド画像 Band4 の任意閾値オブジェクトベース解析では台数ベー

ス 99.7%，面積ベース 99.8%，指定閾値オブジェクトベース解析で台数ベース 99.7%，面

積ベース 92.5%という精度で抽出されていた。抽出台数の精度はどちらも同じであった一

方で，抽出面積は任意閾値の方がより精度が高かった。指定閾値は読図マッピングの結果

から計算した海面養殖施設の値の平均値とした一方，任意閾値は筏式養殖施設周囲の海面

の値の最大値を計算して設定している。つまり，面積の抽出精度を向上させるためには，

筏式養殖施設の値よりも周辺の海面の最大値を調べ，閾値として設定することが有効であ

ると考えられる。このことは，海面養殖施設の自動抽出のために読図マッピングを行って

閾値を計算する必要は必ずしもなく，海面養殖施設周囲の海面の値を求め，それ以上の値

を閾値として任意設定すれば良いと言える。 
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以上のことから，マルチスペクトルバンド画像 Band4 を使用し，海面養殖施設周囲の

海面の最大値を計算・閾値設定することで筏式養殖施設を精度良く自動抽出できることが

明らかとなった。 

 

2.4.2. マッピングの課題 

 高分解能光学衛星から読図により海面養殖施設のマッピングを行った結果，台数ベース

で筏式養殖施設 97.6％，延縄式養殖施設 99.1%の精度でマッピング可能であった。このこ

とから，読図マッピングは十分有効な手法であると言える。しかし，読図によるマッピン

グは解析に大変な労力を要するほか，熟練した経験が必要となる。また，解析者によって

その結果に違いがあることが考えられる。そのため，画像解析手法から海面養殖施設を自

動抽出する手法の開発が望ましいと思われた。 

オブジェクトベース解析による抽出では，マルチスペクトルバンド画像 Band4 に周囲

の海面の最大値を与えた任意閾値による解析で筏式養殖施設を台数ベース 99.7%，面積ベ

ース 99.8%で自動抽出することができた。一方，延縄式養殖施設はいずれのバンド画像・

閾値設定においても抽出精度が低く，今後の課題として残った。延縄式養殖施設は海面に

ブイが浮かべられており，ブイ同士がロープでつながれている。そのロープから養殖物が

垂下されており，養殖物の重量によってはブイとロープが水中に沈んでいることが考えら

れる。また，ブイ間の距離が広かったことで延縄式養殖施設が 1 つのオブジェクトとなら

ず，抽出台数が実際よりも多くなったことが考えられる。Komatsu et al. (2002) は，人工

衛星 IKONOS に搭載された空間解像度 4 m のマルチスペクトルバンド画像と空間解像度

1 m のパンクロマチックバンド画像にパンシャープン処理を行い，山田湾の筏式養殖施設

の検出を行っている。その結果，一部の延縄式養殖施設については水中に沈んでいたと考

えられる理由から不鮮明な検出であったとしている。本研究も同様の理由から，延縄式養

殖施設を高い精度では抽出できなかったものと考えられる。一方で，延縄式養殖施設とし

て抽出されたオブジェクトは海面に浮かべられたブイやその集合体であり，実際の海面に

浮遊している物体を検出したものであると言える。そのため，台数や面積という点では精

度が低かったものの，地図として示す場合には実際の海面利用状況を示すことが可能であ



25 

 

る。参考として，山田湾湾奥部全域を対象としてマルチスペクトルバンド画像 Band4 に

オブジェクトベース解析を行った結果を示す（図 2.7）。この図ではそれぞれ，より精度の

高かった閾値を設定して解析を行っており，筏式養殖施設の抽出には任意閾値の 0.0842，

延縄式養殖施設の抽出には指定閾値の 0.042 を設定して作成している。延縄式養殖施設の

一部抽出がされていないものの，実際の海面利用状況をある程度把握することは可能であ

る。必要に応じて，これに修正を加えることでより正確な地図を作成することもできる。 

以上のように，海面養殖施設を 1 台ごとに把握する必要がある場合には，筏式養殖施設

を自動抽出，延縄式養殖施設を読図にて解析することが精度の高いマッピングには有効で

ある一方，湾の海面利用状況を示すような地図を作成する場合には，筏式養殖施設・延縄

式養殖施設ともに自動抽出が有効である。必要に応じて，自動抽出された結果に読図によ

る修正を加えることでより正確な地図となる。このように，目的に応じて使用する手法を

選択することが望ましい。 

今回調査した山田湾の湾奥部では筏式養殖施設と延縄式養殖施設が種類毎にまとまっ

て設置されていたことから，それぞれの設置されている領域をあらかじめ区別することが

可能であった。そのため，筏式養殖施設と延縄式養殖施それぞれを区別して解析すること

ができたが，複数種の海面養殖施設が混在して設置されている場合にはこれを区別するこ

とが難しく，自動抽出手法の精度が低下することが考えられる。そのため，海面養殖施設

を自動抽出する前に，海面養殖施設の種類を判別することができれば自動抽出精度を向上

させることができると考えられる。 
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図表 

 

表 2.1 岩手県山田湾の海面養殖施設マッピング結果の精度評価。三陸やまだ漁協が管理し

ている台数と 2019 年 4 月 8 日人工衛星 GeoEye-1 の読図マッピング結果を比較し

たもの。なお，山田湾内では三陸やまだ漁協以外の海面養殖施設も設置されている

ため，湾内すべての海面養殖施設について比較したものではない。 

区画番号 

三陸やまだ漁協管理 

（台数） 

読図マッピング結果 

（台数） 

精度 

（％） 

筏式 延縄式 筏式 延縄式 筏式 延縄式 

第 133 号 224 169 220 169 98.2 100.0 

第 134 号 136 338 136 338 100.0 100.0 

第 135 号 200 - 200 - 100.0 - 

第 136 号 163 341 160 341 98.2 100.0 

第 138 号 25 - 23 - 92.0 - 

第 139 号 51 105 48 100 94.1 95.2 

第 140 号 - 53 - 54 - 98.1 

第 143 号 34 199 26 192 76.5 96.5 

合計 833 1,205 813 1,194 97.6 99.1 
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表 2.2 岩手県山田湾湾奥部の海面養殖施設マッピングのために各バンド画像に設定した任

意閾値。これらの閾値は海面養殖施設周囲の海面の最大値を計算して設定。 

バンド画像 任意閾値 

マルチスペクトルバンド画像 

(MS-Band) 

Band1 0.1259 

Band2 0.0833 

Band3 0.0929 

Band4 0.0842 

パンクロマチックバンド画像（PAN） Band1 0.1489 

パンシャープン画像 

(PAN-Band) 

Band1 0.1523 

Band2 0.1381 

Band3 0.1389 

Band4 0.2007 
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表 2.3 岩手県山田湾湾奥部の海面養殖施設マッピングのために各バンド画像に設定した指

定閾値。読図マッピング結果から筏式養殖施設と延縄式養殖施それぞれの平均値を

計算して設定。 

バンド画像 

指定閾値 

筏式養殖施設 延縄式養殖施設 

マルチスペクトルバンド画像 

(MS-Band) 

Band1 0.1202 0.1008 

Band2 0.0965 0.0728 

Band3 0.0794 0.0471 

Band4 0.0987 0.0417 

パンクロマチックバンド画像 

（PAN） 
Band1 0.1104 0.0661 

パンシャープン画像 

(PAN-Band) 

Band1 0.1288 0.1036 

Band2 0.1085 0.0767 

Band3 0.0966 0.0525 

Band4 0.1274 0.0512 
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表 2.4 任意閾値による岩手県山田湾の海面養殖施設マッピング結果の精度評価。三陸やま

だ漁協の管理台数・面積と 2019 年 4 月 8 日人工衛星 GeoEye-1 画像の任意閾値オ

ブジェクトベース解析結果を比較し，精度検証したもの。 

データ 

筏式養殖施設 延縄式養殖施設 

台数 
精度 

（%） 

面積 

（m2） 

精度 

（%） 
台数 

精度 

（％） 

漁協管理情報  336 - 48.0 - 338 - 

マルチスペクトル 

バンド画像 

(MS-Band) 

Band1 269 80.1 34.4 71.7 8 2.4 

Band2 338 99.4 47.3 98.5 770 43.9 

Band3 254 75.6 32.5 67.7 10 3.0 

Band4 335 99.7 48.1 99.8 51 15.1 

パンクロマチック 

バンド画像（PAN） 
Band1 666 50.5 2.3 4.8 1223 27.6 

パンシャープン画像 

(PAN-Band) 

Band1 583 57.6 2.6 5.4 943 35.8 

Band2 648 51.9 2.5 5.2 1234 27.4 

Band3 637 52.7 2.6 5.4 1314 25.7 

Band4 598 56.2 2.0 4.2 973 34.7 
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表 2.5 指定閾値による岩手県山田湾の海面養殖施設マッピング結果の精度評価。三陸やま

だ漁協の管理台数・面積と 2019 年 4 月 8 日人工衛星 GeoEye-1 画像の指定閾値オ

ブジェクトベース解析結果を比較し，精度検証したもの。 

データ 

筏式養殖施設 延縄式養殖施設 

台数 
精度 

（％） 

 

面積 
精度 

（％） 
台数 

精度 

（％） 

漁協管理情報  336 - 48.0 - 338 - 

マルチスペクトル 

バンド画像 

(MS-Band) 

Band1 321 95.5 45.6 95.0 1,185 28.5 

Band2 333 99.1 43.1 89.8 1,236 27.3 

Band3 335 99.7 43.6 90.8 1,054 32.1 

Band4 335 99.7 44.4 92.5 1,054 32.1 

パンクロマチック 

バンド画像（PAN） 
Band1 687 15.5 48.9 32.3 2,815 12.0 

パンシャープン画像 

(PAN-Band) 

Band1 684 16.4 49.1 34.2 2,678 12.6 

Band2 681 16.3 49.3 34.0 2,790 12.1 

Band3 668 16.8 50.3 35.0 2,653 12.7 

Band4 685 16.1 49.1 33.5 2,826 12.0 
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図 2.1 岩手県山田湾湾奥部の位置と第一種区画漁業権の区画と名称。 

背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画像を使用。 
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図 2.2 岩手県山田湾に設置されている筏式養殖施設（手前）と延縄式養殖施設（奥）。 

2019 年 1 月 18 日撮影。 
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図 2.3 高分解能光学衛星の解析工程を示したフローチャート。各工程に付された数字は本文

中の各工程の番号と対応。 
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図 2.4  2019 年 4 月 8 日の海面養殖施設の読図マッピング結果を示す。高分解能光学衛星

GeoEye-1 のパンクロマチックバンド画像を解析した。橙色は筏式養殖施設，青色は

延縄式養殖施設。図中の白枠は図 2.5 と図 2.6 で示した位置と対応している。背景は

2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画像を使用。 
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図 2.5(a) 任意閾値のオブジェクトベース画像解析の結果；（a）読図，（b）MS-Band1，（c）

MS-Band2，（d）MS-Band3，（e）MS-Band4。橙色は筏式養殖施設，青色は延縄

式養殖施設。背景は 2019 年 4 月 8 日観測人工衛星 GeoEye-1 の各バンド画像。 
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図 2.5(b) 任意閾値のオブジェクトベース画像解析の結果；（a）パンクロマチックバンド画

像，（b）PAN-Band1，（c）PAN-Band2，（d）PAN-Band3，（e）PAN-Band4。橙

色は筏式養殖施設，青色は延縄式養殖施設。背景は 2019 年 4 月 8 日観測人工衛

星 GeoEye-1 の各バンド画像。  
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図 2.6(a) 指定閾値のオブジェクトベース画像解析の結果；（a）読図，（b）MS-Band1，（c）

MS-Band2，（d）MS-Band3，（e）MS-Band4。橙色は筏式養殖施設，青色は延縄

式養殖施設。背景は 2019 年 4 月 8 日観測人工衛星 GeoEye-1 の各バンド画像。 
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図 2.6(b) 指定閾値のオブジェクトベース画像解析の結果を示す；（f）パンクロマチックバ

ンド，（g）PAN-Band1，（h）PAN-Band2，（i）PAN-Band3，（j）PAN-Band4。

橙色は筏式養殖施設，青色は延縄式養殖施設。背景は 2019 年 4 月 8 日観測人工

衛星 GeoEye-1 の各バンド画像。  
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図 2.7  2019 年 4 月 8 日観測人工衛星 GeoEye-1 のマルチスペクトルバンド画像 Band4 に

オブジェクトベース解析を適用した結果。筏式養殖施設の抽出には閾値 0.0842，延

縄式養殖施設の抽出には閾値 0.042 を設定して作成。橙色は筏式養殖施設，青色は

延縄式養殖施設。背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画像を使用。 
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第 3 章  

合成開口レーダによる海面養殖施設検出 

および種類判別手法開発 

 

 

第１節 緒言 

前章では，高分解能光学衛星画像から海面養殖施設を抽出するための手法について検討

し，その有効性について確認した。この手法では異なる種類の海面養殖施設が混在して設

置されている場合には，全体精度が低下することが考えられた。そのため，精度を高める

ためには海面養殖施設の種類判別が必要であることから新たな手法開発を行った。 

前章の手法開発で使用した高分解能光学衛星画像は海面養殖施設だけでなく，浅海域に

分布している海草藻場やサンゴ礁などの自然環境のマッピングも可能である。しかし，光

学センサは夜間や雲が広がっている場合に地表面を撮影できないため，使用できるデータ

が限られている。海面養殖施設は時期によって場所を移動させること（e.g. 小松 1991）

や，養殖期間後に施設を回収するワカメ養殖などもある。このような事例を考慮すると，

年に複数のデータが取得されることが望ましい。そのためには，天候に左右されずにデー

タ観測が可能な手法を用いることが望ましい。 

合成開口レーダ（Synthetic Aperture Radar: SAR）はセンサがマイクロ波をアクティ

ブに照射・受信する。また，マイクロ波は雲を通過するため，SAR は夜間や悪天候時など

あらゆる気象条件下で観測が可能である。そのため，人工衛星に搭載された合成開口レー

ダは光学衛星と比べて高頻度で地表面データの取得が可能である。例として，JAXA が
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2014 年に打ち上げた人工衛星 ALOS-2 に搭載された PALSAR-2 は 14 日ごとに同一地点

を観測するため 2 週間ごとの地表面データ取得が可能となっている。さらに PALSAR-2

は全偏波観測が可能となっている。全偏波観測とは，HH，HV，VH，VV の 4 つの位相と

振幅を取得するものであり，H は水平，V は垂直を意味している。これらは散乱行列とし

て観測され，単偏波観測に比べ，地表面に関するより多くの情報を得ることができる。 

全偏波観測データを用いて地表面の情報を取得するためのモデルがいくつか提案され

ている。Freeman et al. (1998) は 3 成分散乱モデル，Yamaguchi et al. (2005) は 4 成分

散乱モデル，Cloude et al. (1996, 1997) は固有値・固有ベクトル解析を提案している。 

3 成分散乱モデルは全偏波観測データを表面散乱，体積散乱，2 回反射の 3 成分に分解

するモデルである。Freeman et al. (1998) によると，全後方散乱は以下の式(1)から(6)に

より求められる。 

𝐒 =  [
𝑆HH 𝑆HV

𝑆VH 𝑆VV
]                (1) 

〈|SHH|
2〉 = f

s
|β|

2
 + f

d
|α|

2 + f
v
             (2) 

〈|SVV|
2〉 = f

s
 + f

d
 + f

v
                     (3) 

〈SHHSVV
* 〉 = f

s
β + f

d
α + f

v
/ 3                      (4) 

〈|SHV|
2〉 = f

v
/ 3              (5) 

〈SHHSHV
* 〉 = 〈SHVSVV

* 〉 = 0                     (6) 

 ここで S は 2 × 2 の複素散乱行列であり，fs, fd, fv，はそれぞれ VV 偏波への表面散

乱，2 回反射，体積散乱の寄与である。式中の*は複素共役を意味している。Re(SHVSVV
*

) 

(Van. 1989) を使用することで 2 回反射もしくは表面散乱のどちらの寄与が支配的である

かを識別することができる。パラメータ α，β は 2 回反射と表面散乱の寄与に関連してい

る。これらは全電力 P に占める散乱メカニズムは以下の式(7)から(10)で示される。 
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 𝑃  =  𝑃s + 𝑃d +  𝑃v =  |𝑆HH|2  +  2|𝑆HV|2 + |𝑆VV|2       (7) 

𝑃s =   f
s
（1 + |β|

2 ）              (8) 

𝑃d =   f
d
（1 + |α|

2 ）              (9) 

𝑃v =  8 f
v
 / 3                (10) 

 上記から，全後方散乱中に占める表面散乱，2 回反射，体積散乱の割合をパーセンテー

ジで求めることができる。 

 4 成分散乱モデルは，上記の 3 成分散乱モデルを拡張させ，全電力を表面散乱，2 回反

射，体積散乱，ヘリックス散乱の 4 成分に分解するものである（Yamaguchi et al. 2005）。 

 固有値・固有ベクトル解析からはエントロピー (H) とアルファ角 (α̅) を計算すること

ができる。Cloude et al. (1997) によるとコヒーレンス行列は式 (11)で定義されている。 

T = 
1

2
 ⟨[

(𝑆HH + 𝑆VV)(𝑆HH + 𝑆VV)∗ (𝑆HH + 𝑆VV)(𝑆HH − 𝑆VV)∗ 2(𝑆HH + 𝑆VV)𝑆HV
∗

(𝑆HH − 𝑆VV)(𝑆HH + 𝑆VV)∗ (𝑆HH − 𝑆VV)(𝑆HH − 𝑆VV)∗ 2(𝑆HH − 𝑆VV)𝑆HV
∗

2𝑆HV(𝑆HH + 𝑆VV)∗ 2𝑆HV(𝑆HH − 𝑆VV)∗ 4𝑆HV𝑆HV
∗

]⟩ 

= 𝐔𝟑  [

𝜆1 0 0
0 𝜆2 0
0 0 𝜆3

] 𝐔𝟑
∗T                     (11) 

パラメータ 𝜆1, 𝜆2, 𝜆3 はT から計算される固有値であり, 0 ≤ 𝜆3 ≤ 𝜆2 ≤ 𝜆1 の順である。

行列  𝐔𝟑 は式(12)で示される。 

𝐔𝟑 =  [

cos 𝛼1 cos 𝛼2 cos 𝛼3

sin 𝛼1 cos 𝛽1 eiδ1 sin 𝛼2 cos 𝛽2 eiδ2 sin 𝛼3 cos 𝛽3 eiδ3

sin 𝛼1 sin 𝛽1 eiγ1 sin 𝛼2 sin 𝛽2 eiγ2 sin 𝛼3 sin 𝛽3 eiγ3

]        (12) 

パラメータ𝛼𝑖 は入射角と表面の誘電率と直接関係しており i は 1 から 3 の範囲の値であ

る。𝛽𝑖 角は方向として解釈でき， 𝛾𝑖 と 𝛿𝑖 は位相関係を表す。それぞれ𝜆𝑖についての出現

確率は式(13)で与えられる。  

𝑃𝑖  =  
𝜆𝑖

∑ 𝜆𝑗
𝑛
𝑗=1

                                 (13) 
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エントロピーは式(14)で定義されている。 

𝐻 =  ∑ − 𝑃𝑖
𝑛
𝑖=1 log𝑛 𝑃𝑖   (0 ≤  𝐻 ≤  1)                (14) 

ここで，後方散乱の場合は n = 3 で計算される。散乱プロセスのランダム性はエントロピ

ーによって計測され，各ピクセルの主要な散乱メカニズムは，アルファ角 (α ̅) により計

算され，式(15)で定義されている。 

α ̅ = P1α1 + P2α2 + P3α3  (0 ≤ α̅ ≤ 90)                (15) 

このようなモデルを使用して，海面養殖施設の検出を行っている研究例がある。Won et 

al. (2012) は東京湾に設置された 123.0 m × 8.3 m のノリ養殖施設を ALOS PALSAR 全

偏波観測データを使用して，固有値・固有ベクトル解析に基づいた Constant False Alarm 

Rate (CFAR) を適用して検出を行っている。Sugimoto et al. (2013) も同じく東京湾のノ

リ養殖施設に ALOS PALSAR 全偏波観測データに 4 成分散乱モデル（Yamaguchi et al. 

2005）を適用して検出を行っている。このような先行研究から全偏波観測データは散乱特

性の違いによって海面養殖施設を検出することが可能である。一方でこれまでに，同じ海

域に複数の海面養殖施設がある場合について，それらの種類判別を行った研究はない。 

第 2 章で紹介したように、三陸沿岸では、ホタテガイ，カキ，ホヤ，コンブ，ワカメな

どの養殖が盛んであり、このうち宮城県松島湾では静穏な海洋環境を利用した複数の種類

の養殖施設が設置されている。このような養殖施設を管理するためには、養殖施設の種類

ごとのマッピングが必要である。 

そこで，合成開口レーダによる全偏波観測データを用いて松島湾内に設置されている海

面養殖施設の検出および種類判別について検討することとした。本研究では，2012 年から

JAXA により運用されている空間解像度 1.76 m で観測可能である航空機搭載型合成開口

レーダ（Pi-SAR-L2）を使用した。 
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第２節 材料と方法 

3.2.1. 調査場所 

 宮城県の松島湾を対象とした。松島湾の湾口幅は約 1.7 km で，面積約 35.3 km2，湾内

および湾口最大水深 4 m の海域である。湾内では主にカキやノリの養殖が行われている。

本研究では，カキ養殖に用いられる筏式，延縄式，木架式の 3 種類の養殖施設を対象とし

た。それぞれの大きさは筏式で約 5 m × 15 m，延縄式で約 1 m × 60 m，木架式で約 2～5 

m × 60 m である。松島湾内には多くの区画漁業権が設定されており，これらの位置につ

いて図 3.1 に示す。現地調査は 2015 年 6 月 2 日に行い，3 種類の養殖施設が設置されて

いる位置を GPS （Holux m-241）で取得し，デジタルカメラ（Nikon COOLPIX AW130）

で撮影した（図 3.2）。 

 

3.2.2. 高分解能光学衛星画像と航空写真 

 第 2章で明らかにしたように近赤外バンドを用いると海面養殖施設をほぼ正確にマッピ

ングすることができる。そこで，まず，高分解能光学衛星 WorldView-2 により撮影された

2013 年 1 月 28 日の空間解像度 2.0 m の近赤外バンド画像から目視判読により海面養殖施

設の空間配置をマッピングした。観測時の天候は晴れ，波高は 0.34 m，風速 3.5 m/s，風

向は北西であった。波高は湾口部から南南西約 8 km に国土交通省港湾局が設置している

全国港湾海洋波浪情報網（NOWPHAS）による海象計，地点名：仙台新港によるデータで

ある。天候と風向・風速データは湾奥部から約 3 km の位置に設置されている気象庁によ

るアメダス，地点名：塩釜によるデータである（図 3.1）。なお，マッピングにあたっては

2013 年 9 月 9 日および 2015 年 7 月 2 日に国土地理院により撮影された航空写真も参考

とした。 

 

3.2.3. 航空機搭載合成開口レーダ Pi-SAR-L2 データ 

 航空機搭載 L バンド合成開口レーダ Pi-SAR-L2 により 2014 年 8 月 6 日に得られた全

偏波観測データを用いた。撮影時の高度は 13,303 m，飛行速度は 230.9 m/s，パルス繰り
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返し周波数は 585.5 Hz であった。ピクセル解像度は 1.76 m（照射方向） × 3.2 m（飛行

方向），入射角は 10°- 62°であった。航空機は南南西から北北東方向に飛行し，左側か

らマイクロ波を照射した。これらのデータは JAXA による校正が行われた後に提供され

た。データ観測時の天候は晴れもしくは曇り，平均波高 0.62 m（平均周期 5.7sec），風速 

3.2 m/s，風向は南南東であった。全偏波観測データはソフトウェア PolSARpro5.0

（European Space Agency: ESA）を用いて処理を行い，Freeman et al. (1998) の 3 成分

散乱モデルと Cloude et al. (1997) の固有値・固有ベクトル解析を適用した。 

 

第３節 結果 

3.3.1. 高分解能光学衛星による海面養殖施設の空間配置 

 松島湾に設置されている 3 種類の海面養殖施設の空間配置について，2013 年 1 月 28 日

に撮影された高分解能光学衛星 WorldView-2 画像を目視判読によりマッピングした（図 

3.3）。マッピングに当たっては 2013 年 9 月に撮影された航空写真も参照した。筏式は主

に桂島の北側と宮戸島の西側に，延縄式は主に桂島の北北西，野々島の北北西，朴島の北

北西と東側に，木架式は広範囲に設置されていた。九ノ島の北北東，蛇島崎の東，丸山崎

の南西，野々島・寒風沢島・朴島に囲われた海域を除いて，木架式は間隔が空けられて比

較的低い密度で設置されていた。 

 

3.3.2. Pi-SAR-L2 の HH および HV 単偏波観測画像による海面養殖施設の検出 

 2014 年 8 月 6 日に観測された HH 単偏波画像を図 3.4 (a)，HV 単偏波画像を図 3.4(b)

に示す。グレースケールで表示される画像中では，散乱が小さい場合には黒く，大きい場

合には白くなる。HH 単偏波画像は海面の色がエリアによって異なっていた。野々島の北

側，野々島と寒風沢島と朴島とで囲まれた水域，蛇島崎の西，丸山崎の西は黒色を示して

おり，この海域に設置されている海面養殖施設は他の海域と比較してコントラストがはっ

きりしており，検出が容易であった。HV 単偏波画像は海面が黒色，海面養殖施設が白色

を示しており，調査海域全体で海面養殖施設が明瞭に検出された。また，2013 年 1 月 28

日の WorldView-2 画像（図 3.3）では検出されていない海面養殖施設も SAR の HV 単偏
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波画像では検出可能であった。 

 以上のことから，HH および HV 単偏波観測画像を使用して海面養殖施設を検出できた。

特にHV単偏波観測画像を用いることで海面と海面養殖施設を明瞭に区別して検出するこ

とが可能であった。しかしながら，HH もしくは HV 単偏波観測画像から海面養殖施設の

種類を判別することは困難であった。 

 

3.3.3. Pi-SAR-L2 全偏波観測画像による海面養殖施設の種類判別 

 2014 年 8 月 6 日に観測された Pi-SAR-L2 全偏波観測画像のデータをもとに，3 成分散

乱モデルにより得られた 2 回反射，体積散乱，表面散乱の強度を，それぞれ赤，緑，青に

割り当て RGB 合成画像を作成した（図 3.5）。3 成分散乱モデルと固有値・固有ベクトル

解析の各成分の画像を比較するため，図 3.5 中から 3 種類の海面養殖施設それぞれが設置

されている領域を取り出した（図 3.6）。なお，偏波の入射角は領域(a)で 35°，領域(b)と

(c)で 45°であった。図 3.6 から，筏式と延縄式は主に体積散乱，木架式は主に体積散乱，

2 回反射，アルファ角，エントロピー画像から 3 種類の海面養殖施設ともに体積散乱から

検出できた。 

 3 成分散乱モデルと固有値固有ベクトル解析による各成分の平均値と標準偏差を表 5.1

に示す。これらは図 3.3 で示した(a)～(c)の中に設置された 2013 年 1 月 28 日時点に設置

されていた海面養殖施設を解析して得られた値である。サンプル数は筏式 80 台，延縄式

72 台，木架式 210 台であった。このほか，全域から海面を 50 点ランダムに選択して解析

した。 

 筏式では体積散乱，表面散乱の順で散乱の寄与が大きかった。体積散乱は表面散乱と比

較して平均値が 1.38 倍高かった。2 回反射の平均値は 0.6%であり，ほとんど寄与してい

ないことが分かった。延縄式では表面散乱，体積散乱の順で散乱の寄与が大きかった。表

面散乱の平均値は体積散乱と比較して 1.88倍高かった。2回反射の平均値は 3.4%であり，

ほとんど寄与していないものの，筏式よりは大きかった。木架式では 2 回反射が全体の散

乱の半分以上を示した。また，筏式と延縄式よりも大きい散乱を示した。海面は平均で
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90.7%の表面散乱を示した。この値は 3 種類の海面養殖施設よりも圧倒的に高い値であっ

た。アルファ角の平均値は 0.20 であり，3 種類の海面養殖施設よりも低い値であった。こ

れらの結果から，マイクロ波の 3 成分散乱モデルにより得られた 3 種のカキ養殖施設と海

面に対して，それぞれで寄与が大きい成分を模式的に図 3.7 に示す。 

3 成分散乱モデルの解析結果を三角図にプロットした（図 3.8）。それぞれの点は表 3.1

の解析に使用したものと同様である。筏式は表面散乱 2～76%，体積散乱 24～98%，2 回

反射 0～6%の範囲を示した。延縄式は表面散乱 0～85%，体積散乱 6～100%，2 回反射 0

～11%の範囲を示した。木架式は表面散乱 2～71%，体積散乱 5～57%，2 回反射 22～84%

の範囲を示した。海面は表面散乱 56～97%，体積散乱 3～33%，2 回反射 0～13%の範囲

を示した。木架式は 2 回反射の値が他の 2 種類の海面養殖施設と海面よりも大きく，その

値の範囲が重複していないので，木架式養殖施設を判別可能である。一方，筏式と延縄式

については，値の範囲が重複していることから判別は困難であった。 

固有値・固有ベクトル解析で得られたアルファ角とエントロピーを用い，3 つの種類の

養殖施設それぞれについてそれらの散布図を作成した（図 3.9）。筏式はアルファ角 18°

～43°，エントロピーは 0.23～0.75，延縄式はアルファ角 15°～44°，エントロピーは

0.25～0.75 を示した。木架式はアルファ角 33°～65°，エントロピーは 0.41～0.75，海

面はアルファ角 16°～33°，エントロピーは 0.08～0.66 であった。このことから，木架

式はアルファ角が筏式と延縄式と比較して大きいことが分かったものの，値が重複してい

ることから，アルファ角とエントロピーから海面養殖施設の種類を判別することは困難で

あった。 

 

第４節 考察  

2014 年 8 月 6 日に観測された Pi-SAR-L2 のデータ観測時には南南東からの風が吹いて

いた。HH 単偏波観測画像において海面の色が異なった要因として，島や山によってこの

風が遮られ，島影や山の背後にあたる海域では風速が小さく、それ以外の海域では風速は

同じままであるということが考えられる。大内 (2006) によると、表面散乱による後方散
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乱断面積の値は境界面の粗さに強く依存する。ある角度をもって鏡面にマイクロ波が入射

する場合，ほとんどの入射波は入射と反対方向に反射されるため信号は受信されず画像振

幅も非常に小さな値となる。これを鏡面反射といい黒い画像となる。散乱面が少し粗いと

鏡面成分が減少し入射波の一部が鏡面反射方向以外の方向に散乱され，後方散乱されたマ

イクロ波が少し大きな画像振幅値をもつ。散乱面の粗さはマイクロ波の波長と入射角によ

って異なるため，実効的粗さは実際の表面の凹凸とは違ってくる。一般的に使われている

実効的粗さは，マイクロ波の波長 λ と入射角 θi を変数としたレイリー基準で定義され

る（大内 2006）。レイリー基準によると，σH（高さの平均を 0 とした参照面からの凹凸

の標準偏差値）が基準値 λ/(8 cos θi) と比べて非常に小さい場合は滑らかな表面で，両

者が同等の値をもつ表面は中間的な粗さ，そして σH が基準値と比べて非常に大きい表

面は粗い表面と定義される。Pi-SAR-L2 では、L バンドのマイクロ波の周波数は 1.27149 

GHz なので、その波長は 23.6 cm となる。マイクロ波の入射角が 10-62ºなので、基準値

は 3.0～6.3 cm となる。σH を振幅 31 cm の正弦波とし、その標準偏差として求めると約

22 cm になる。したがって、風の吹いている海域では粗い表面となるために、表面散乱が

大きくなる。このようなことから、HH 単偏波観測画像において海面の色が異なったもの

と考えられる。したがって、SAR 画像で海面の設置物をマッピングする場合には、波高デ

ータか風速・風向データを取得し、レイリー基準と比較して海面の表面散乱の状態を推測

することで解析に用いるデータの質をある程度推定することができる。 

HV 単偏波観測画像は海面養殖施設を明瞭に検出することが可能であった。HV 単偏波

は 3 成分散乱モデル中の体積散乱に大きく寄与しており，3 種類の海面養殖施設すべてが

体積散乱の画像から検出されたためである。また，HV 単偏波観測画像では，HH 単偏波

観測画像のように波による海面散乱の影響を受けず、体積散乱情報が取得されている。HV

単偏波観測画像では，2013 年 1 月 28 日の高分解能衛星 WorldView-2 画像による近赤外

バンド画像によるマッピングでは検出されていない海面養殖施設が多く検出された（図 

3.4(b) 中の点線枠内）。 

 3 成分散乱モデルから得られた 2 回反射の割合から木架式を筏式と延縄式から区別でき



49 

 

ることが分かった。木架式が 2 回反射の割合を多く示した理由としては，木架式は海底に

竹を打ち込んで海面から高いところまで養殖施設が設置されているため，マイクロ波が海

面と養殖施設で 2 回反射したためである。一方，筏式と延縄式は海面に浮かべられている

ものであることから海面からの高さは 50 cm 程度であり，波長 23.6 cm の L バンドでは 2

回反射がほとんどなく，主に表面散乱と体積散乱が多くなったものと考えられる。これら

筏式と延縄式を 3 成分散乱モデルおよび固有値・固有ベクトル解析から判別することは困

難であったものの，筏式は約 5 m × 15 m，延縄式は約 1 m × 60 m と大きさが異なること

から，これらを目視判読によって判別することが可能である。本研究により，航空機搭載

型合成開口レーダによる全偏波観測データを用いた 3成分散乱モデルと養殖施設のサイズ

に基づき，空間解像度の高い SAR 画像では 3 種の養殖施設の検出・判別手法を確立する

ことができた。 
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図表 

 

表 3.1 図 3.5 中で囲われた範囲内の 80 台の筏式(raft)、72 台の延縄式(longline)、210 台の

木架式(rack)のカキ養殖施設と図中からランダムに選んだ 50 点の海面(sea surface)

の、3 成分散乱モデル（表面散乱，体積散乱，2 回反射）と固有値固有ベクトル解析

（アルファ角，エントロピー）で得られた各成分の平均値(Avg)と標準偏差(SD)

（Murata et al. 2019a）。 

  
RAFT 

(n=80) 

LONGLINE 

(n=72) 

RACK 

(n=210) 

Sea surface 

(n=50) 

    Avg SD Avg SD Avg SD Avg SD 

Three–

component-

scattering  

model 

Surface (%) 41.7 19.3 63.1 20.3 27.1 16.8 90.7 9.3 

Volume (%) 57.7 19.6 33.5 21.6 20.4 8.3 7.4 6.4 

Double- 

bounce (%) 

0.6 1.1 3.4 3.0 52.6 13.8 2.0 3.3 

Eigenvalue–

eigenvector 

decomposition 

Entropy 0.51 0.10 0.43 0.09 0.63 0.05 0.20 0.15 

Alpha angle (°) 28.55 5.75 25.79 6.02 50.54 7.51 21.99 3.73 
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図 3.1 松島湾の区画漁業権，気象観測地点，および波高観測点の位置を示した地図。 
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図 3.2 宮城県松島湾のカキ養殖に用いられている 筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)養殖施設

の 3 種類の海面養殖施設。2015 年 6 月 2 日撮影。 
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図 3.3 WorldView-2 近赤外バンド画像の判読により作成した 2013 年 1 月 28 日に松島湾に

配置されていた筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)養殖施設の分布図。白実線の(a), (b)を

付した各範囲は、それぞれの養殖施設が高密度で分布する海域を、破線の(c)を付し

た範囲は木架式養殖施設が高密度で設置されている海域を示す。黒くなると値が小

さく，白くなると大きくなるグレースケールで近赤外線の DN 値で画像を表した。 
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図 3.4 2014 年 8 月 6 日観測 Pi-SAR-L2 で観測された HH 偏波(a)，HV 偏波(b)の画像。黒

くなると強度が小さく，白くなると強度が大きくなるグレースケールで散乱強度を

表した。白破線で囲まれた範囲は 2013 年 1 月 28 日 WorldView-2 衛星画像では確

認できなかった養殖施設が設置されていた範囲。 
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図 3.5 2014 年 8 月 6 日観測 Pi-SAR-L2 全偏波観測画像データを３成分散乱モデルで計算

し、得られた 2 回反射，体積散乱，表面散乱を、赤、緑、青色で示した RGB 合成図。

図中の白実線の四角は筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)、それぞれの養殖施設が多く設

置されている範囲。 
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図 3.6 2014年8月6日観測Pi-SAR-L2全偏波観測画像データを3成分散乱モデル（surface：

表面散乱，volume：体積散乱，double-bounce：2 回反射）と固有値・固有ベクトル

解析（alpha angle：アルファ角，entropy：エントロピー）して得られた各成分をグ

レースケールで示した、図 3.5 中の筏式(a)、延縄式(b)、木架式(c)養殖施設の分布図。

各成分の値が小さい場合は黒，大きい場合には白くなる。 
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図 3.7 表 3.1 の結果をもとにした、筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)養殖施設，海面(d)にマイ

クロ波が照射されたときに 3 成分散乱モデルで求められる散乱が大きい成分の反射

の状況の模式図。Surface, volume, double-bounce は、それぞれ、表面散乱、体積散

乱、2 回反射を示す。 
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図 3.8 図 3.5 中の白実線で囲まれた範囲の筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)養殖施設，海域か

らランダムに選んだ海面(d)の点，それぞれについての 3 成分散乱モデルで得られた

各成分の寄与率をプロットした三角図。 
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図 3.9 図 3.5 中の白実線で囲まれた範囲の筏式(a)，延縄式(b)，木架式(c)養殖施設，海域か

らランダムに選んだ海面(d)の点，それぞれについてのアルファ角，エントロピーの

散布図。 
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図 3.10 3 成分散乱モデルによる筏式，木架式，延縄式養殖施設の判別フローチャート図。 
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第 4 章  

海面養殖施設マッピング手法の適用： 

三陸沿岸を対象として 

 

 

第１節 緒言 

 第 2 章では，高分解能光学衛星から海面養殖施設の自動抽出手法開発を行い，岩手県山

田湾の筏式養殖施設を約 99%の精度で自動抽出できることを明らかとした。この手法開発

では米国 Maxar Technologies 社の高分解能光学衛星 GeoEye-1 画像を使用したが， 

GeoEye-1 以外の高分解能光学衛星や他時期に撮影された画像でも適用可能な汎用性のあ

る手法であるのか検証することが望ましい。そこで，同社の WorldView-2 画像と他時期に

観測された GeoEye-1 画像に開発手法を適用して効果を検証することとした。また，社会

実装にあたっては，高分解能光学衛星の価格面での入手のしやすさも重要な要素となる。

空間解像度 2.0 m のマルチスペクトルバンド画像を取得可能な高分解能光学衛星の中で，

最も価格が安いのは仏国 Airbus Defense and Space 社の Pleiades-1A 衛星画像である。

高分解能光学衛星 GeoEye-1 のマルチスペクトルバンドとパンクロマチックバンドが税抜 

¥3,500 / km2 （最低購入面積 25km2の場合）であるのに対し，Pleiades-1A のマルチスペ

クトルバンドとパンクロマチックバンドは税抜 ¥2,400 / km2 （最低購入面積 25km2の場

合）である。そこで，高分解能光学衛星 Pleiades-1A においても開発手法が適用可能か調

べることとした。Pleiades-1A の諸元については表 4.1 に示す。 

第 3 章では航空機搭載型 L-band 合成開口レーダ Pi-SAR-L2 から海面養殖施設の検出
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と種類判別手法を開発した。この手法開発によって合成開口レーダから海面養殖施設の検

出および筏式・木架式・延縄式養殖施設の種類判別が可能であることを明らかとした。し

かし，航空機搭載合成開口レーダ Pi-SAR-L2 は使用できるデータ数が限られており，また

一般入手が困難である。そのため，JAXA が 2014 年から運用している人工衛星搭載型合

成開口レーダ ALOS-2 PALSAR-2 により，海面養殖施設の検出と種類判別が可能か調べ

ることとした。ALOS-2 PALSAR-2 の諸元については表 1-4 に示したとおりである。 

 以上のことから，本章では第２章と第３章において開発した手法の汎用性について検証

することを目的とした。 

 

第２節 材料と方法 

4.2.1. 調査場所 

調査場所は第 2 章において手法開発を行った岩手県山田湾湾奥部，岩手県と宮城県の県

境に位置する広田湾湾奥部の 2 つの湾とした（図 2.1，図 4.1）。山田湾の概況については

第２章で述べたのでここでは省略する。広田湾の湾開口幅は約 4.8 km で，奥行き約 9 km，

面積は約 37.1 km2，湾内および湾口最大底深 56 m のリアス式海岸である。湾内ではカキ，

ワカメ，ホタテなどの海面養殖が行われている。湾奥部では筏式養殖施設，湾口に近い海

域では延縄式養殖施設を使用して海面養殖が行われている。 

山田湾の現地調査は 2019 年 1 月 18 日に陸上から GPS（Garmin 社製，eTrex30）とデ

ジタルカメラ（Canon 社製，EOS Kiss X3）を用いて実際に設置されている海面養殖施設

を撮影した（図 2.2）。広田湾の現地調査は 2015 年 9 月 29 日に船上から GPS（Holux m-

241）とデジタルカメラ（Nikon COOLPIX AW130）を用いて，2019 年 1 月 18 日に陸上

から GPS（Garmin 社製，eTrex30）とデジタルカメラ（Canon 社製，EOS Kiss X3）を

用いて設置されている筏式養殖施設を撮影した（図 4.2）。 

 

4.2.2. 使用データと方法 

4.2.2.1 高分解能光学衛星 
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山田湾の海面養殖施設マッピングには 2009 年 11 月 23 日観測 GeoEye-1，2016 年 4 月

12 日観測 WorldView-2，2019 年 4 月 8 日観測 GeoEye-1 のマルチスペクトルバンド画像

を使用した。広田湾の海面養殖施設マッピングには 2015 年 4 月 30 日観測 Pleiades-1A の

マルチスペクトルバンド画像を使用した。これらの空間解像度はいずれも 2.0 m である。

筏式養殖施設はマルチスペクトルバンド Band4 の DN を反射率に変換し，任意閾値オブ

ジェクトベース解析を行った（表 4.2）。閾値は筏式養殖施設周囲の海面の最大値を計算し

て設定した。延縄式養殖施設は読図により解析を行った。筏式養殖施設は台数・平均面積，

延縄式養殖施設は台数・平均延長について調べた。なお，高分解能光学衛星画像による広

田湾の自動抽出では湾奥部の筏式養殖施設を対象とした。解析はArcGIS 10.5（ESRI社），

ENVI5.5（Harris Geospatial 社）を用いた。 

 

4.2.2.2 人工衛星搭載型合成開口レーダ 

 広田湾の海面養殖施設の検出および種類判別のため，ALOS-2 PALSAR-2 全偏波観測デ

ータに 3 成分散乱モデルを適用し，筏式養殖施設と延縄式養殖施設が設置されている区画

に加え，湾中央部と湾口の海面についても解析した。それぞれの区画について図 4.6 に示

す。 

データは 2015 年 9 月 3 日，2016 年 10 月 13 日，2017 年 8 月 31 日，2018 年 8 月 30

日の 4 つを使用した。データはいずれも同じ撮影条件（アセンディング・右側観測）で取

得されており，空間解像度は 6 m であった。データ観測時の降水量，風向，風速について，

気象庁のアメダス地点名：陸前高田により得られている結果を表 4.3 に示す。 

 

第３節 結果 

4.3.1. 山田湾の海面養殖施設 

 山田湾の海面養殖施設マッピング結果について，2009 年 11 月 23 日時点を図 4.3，2016

年 4 月 12 日時点を図 4.4，2019 年 4 月 8 日時点を図 4.5 にそれぞれ示す。筏式養殖施設

の台数・平均面積，延縄式養殖施の台数・平均延長を表 4.4 に示す。 
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 筏式養殖施設は 2016 年 4 月 12 日時点で 825 台・平均面積 48.5m2，2019 年 4 月 8 日

時点で 825 台・平均面積 48.45 m2 であった。一方，2009 年 11 月 23 日時点では 2,631

台・平均面積 48.8 m2であった。延縄式養殖施設は 2016 年 4 月 12 日と 2019 年 4 月 8 日

時点ともに 1,268 台であった。平均延長は 56.9～57.5 m であった。2009 年 11 月 23 日時

点では 1,219 台・平均延長 67.1 m であった。 

海面養殖施設の震災前後での空間配置の変化を比較すると，震災前はすべて筏式養殖施

設が設置されていた区画第 134 号大沢前，区画第 135 号山田前では筏式養殖施設が削減さ

れ，多くの延縄式養殖施設が設置されるようになっていた。区画第 136 号では震災前から

筏式養殖施設と延縄式養殖施設がそれぞれ設置されていたが，震災後は筏式養殖施設が削

減され，延縄式養殖施設に置き換わっていた。区画第 133 号浜川目の一部範囲では，筏式

養殖施設が設置されていた場所に延縄式養殖施設，延縄式養殖施設が設置されていた場所

に筏式養殖施設が設置されており，設置場所が入れ替わるようになっていた。こうした変

化によって，震災後の山田湾では筏式養殖施設が陸地から近い場所に集中して設置される

ようになり，延縄式養殖施設は湾中央部から湾口に近い場所に設置されるようになったこ

とが分かった。 

 

4.3.2. 広田湾の海面養殖施設 

 ALOS-2 PALSAR-2 の全偏波観測データに 3 成分散乱モデルを適用した。このデータか

らは海面養殖施設を 1 台ごとに検出できるものとできないものがあった。それぞれの全偏

波観測データをもとに，3 成分散乱モデルにより得られた 2 回反射，体積散乱，表面散乱

の強度を，それぞれ赤，緑，青に割り当て RGB 合成画像を作成した（図 4.8）。 

2015 年 9 月 3 日の解析結果では，筏式養殖施設が設置されている区画は表面散乱 19～

40%，体積散乱 39～59%，2 回反射 14～37%であった。延縄式養殖施設が設置されている

区画では表面散乱 21～38%，体積散乱 52～72%，2 回反射 6～12%であった。海面 1（湾

中央部）と海面 2（湾口部）では，表面散乱 18～25%，体積散乱 36～42%，2 回反射 39～

40%であった。海面 1 と海面 2 は各成分ともほぼ同様の寄与率を示した。筏式養殖施設と
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延縄式養殖施設は 2 回反射のパーセント値に違いがあることから，海面と区別して検出す

ることができ，また種類判別も可能であった。この結果からは，雨天時のデータであって

も海面養殖施設の検出と種類判別には影響がないことが分かった。 

 2016 年 10 月 13 日の解析結果では，筏式養殖施設は表面散乱 41～68%，体積散乱 23～

45%，2 回反射 5～15%であった。延縄式養殖施設は表面散乱 69～75%，体積散乱 17～

27%，2 回反射 3～4%であった。海面 1 と海面 2 は表面散乱 78～82%，体積散乱 11～14%， 

2 回反射 7～8%であった。海面 1 と海面 2 は各成分ともほぼ同様の寄与率を示した。海面

養殖施設が設置されている範囲の体積散乱パーセント値は海面よりも高かった。また，筏

式養殖施設と延縄式養殖施設の 2 回反射パーセント値には違いがあることから，種類判別

が可能であった。 

 2017 年 8 月 31 日の解析結果では，筏式養殖施設は表面散乱 23～36%，体積散乱 40～

56%，2 回反射 16～37%であった。延縄式養殖施設は表面散乱 66～77%，体積散乱 18～

28%，2 回反射 4～6%であった。海面 1 と海面 2 は表面散乱 30～75%，体積散乱 13～31%， 

2回反射12～38% であった。海面の各成分の寄与率は湾中央部と湾口部で異なっていた。

筏式養殖施設と延縄式養殖施設が設置されている区画は，体積散乱と 2 回反射のパーセン

ト値が重複していないことから，種類判別が可能であった。 

 2018 年 8 月 30 日の解析結果では，筏式養殖施設は表面散乱 20～78%，体積散乱 18～

64%，2 回反射 5～25%であった。延縄式養殖施設は表面散乱 57～70%，体積散乱 23～

36%，2 回反射 4～7%であった。海面 1 と海面 2 は表面散乱 73～82%，体積散乱 10～16%， 

2 回反射 7～11%であった。海面 1 と海面 2 は各成分ともほぼ同様の寄与率を示した。海

面養殖施設が設置されている区画の体積散乱パーセント値は海面よりも高かったが，筏式

養殖施設と延縄式養殖施設では値が重複していたことから，種類判別は困難であった。 

 以上のように，2015 年 9 月 3 日，2016 年 10 月 13 日, 2017 年 8 月 31 日の全偏波観測

データからは体積散乱もしくは 2回反射のパーセント値の違いから海面養殖施設の種類を

判別することが可能であった。このうち，2017 年 8 月 31 日の 3 成分散乱モデルの各成分

の画像を図 4.9 に示した。 
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 高分解能光学衛星画像 Pleiades-1A から広田湾湾奥部に設置されている筏式養殖施設の

自動抽出結果を図 4.10 に示す。この結果から 1,024 台が検出され，その平均面積は 49.5 

m2 であった。広田湾漁業協同組合（2012）によると，広田湾の筏式養殖施設は幅 4 m × 

長さ 10 m でその面積は 40 m2である。そのため，実際よりも面積が大きく抽出されてい

た。 

 

第４節 考察 

4.4.1. 高分解能光学衛星画像による海面養殖施設の自動抽出 

 2016 年 4 月 12 日観測 WorldView-2，2019 年 4 月 8 日観測 GeoEye-1 画像を用いて山

田湾の筏式養殖施設の自動抽出を行い，平均面積 48.4～48.5 m2というほぼ同様の結果が

得られた。このことから，第２章の手法開発で使用した人工衛星 GeoEye-1 以外の高分解

能光学衛星画像でも今回の手法が使用できることが明らかとなった。また，時期の異なる

東日本大震災以前の 2009 年 11 月 23 日観測 GeoEye-1 画像に手法を適用した場合におい

ても平均面積 48.8 m2という同様の結果が得られた。このことから，今回開発した手法は

汎用性のある手法であると言える。一方で，広田湾の筏式養殖施設の自動抽出では，平均

面積が 49.5 m2となっており，実際の面積 40 m2よりも面積が大きく抽出された。この面

積の違いは使用した高分解能光学衛星画像のピクセル 2 つ分に相当する面積である。これ

は隣接効果による可能性が考えられる。隣接効果とは沿岸域の海岸近くのエアロゾルの分

子散乱の影響を受けることで空間範囲が顕著になる現象のことである（Santer et al. 

2000）。Komatsu et al. (2002) は人工衛星 IKONOS に搭載された空間解像度 4 m のマル

チスペクトルバンド画像にパンシャープン処理を行い岩手県山田湾の筏式養殖施設の検

出を行っており，本研究と同様に実際の筏式養殖施設よりも面積が大きく検出されている。

なお，自動抽出された結果の一部には係留されていた漁船が含まれていたものや，距離の

近い 2 台の筏が 1 台の筏として抽出されていたもの（図 4.11）があり，これらも面積が実

際よりも大きく抽出された理由として考えられる。 

 以上のように，異なる高分解能光学衛星，異なる時期の画像であっても，今回開発した
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手法を用いることで筏式養殖施設を自動抽出できることを確認した。 

 

4.4.2. 人工衛星搭載型合成開口レーダによる海面養殖施設の検出と種類判別 

 広田湾を対象として 4 つの全偏波観測データに 3 成分散乱モデルを適用した結果，3 つ

のデータで筏式養殖施設と延縄式養殖施設が設置されている区域を検出・種類判別するこ

とができた。このうち 2017 年 8 月 31 日の全偏波観測データでは，筏式養殖施設が体積散

乱 40～56%，2 回反射 16～37%，延縄式養殖施設は体積散乱 18～28%，2 回反射 4～6%

であったため，体積散乱と 2 回反射のパーセント値から種類判別が可能であった。データ

観測時の最大瞬間風速は 0.3 m/s であったことから，海面は静穏な状況であったと思われ

る。一方で，種類判別が困難であった 2018 年 8 月 30 日のデータ観測時は最大瞬間風速

3.2 m/s の北北西の風であった。2016 年 10 月 13 日のデータ観測時は最大瞬間風速 4.4 

m/s の西北西の風であったものの種類判別ができていることから，風速以外の要因で種類

判別が難しくなったものと考えられる。2015 年 9 月 3 日のデータ観測時は 1.0 mm の降

雨があったが種類判別が可能であった。海面は常に変化しており，場所によっても異なる。

雨が降っている場合，地点による海面の違いは降雨によって少なくなり，海面養殖施設の

検出・種類判別が容易になったことが考えられる。 

ALOS-2 PALSAR-2 の全偏波観測データの空間分解能は 6 m であった。そのため，筏式

養殖施設を 1 台ごとに検出できるものとそうでないものがあった。延縄式養殖施設につい

ても設置されている区域は検出できるものの，1 台ごとに識別することは困難であった。

第 3 章では空間分解能 1.76 m × 3.2 m の航空機搭載型合成開口レーダ Pi-SAR-L2 を用い

たことで 1 台毎に海面養殖施設を検出することができたが，人工衛星搭載型合成開口レー

ダでは面的な検出となった。広田湾のように，同じ種類の海面養殖施設がまとまって設置

されている場合には，海面養殖施設の設置されている区画から種類を判別することが可能

であることが分かった。 

 

4.4.3. 山田湾の海面養殖施設の震災前後での変化 

 岩手県山田湾では震災前に多くの筏式養殖施設が設置されていたが，震災後は 1/3 程度
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にまで大幅に削減されていた。震災前（2009 年時点）に筏式養殖施設が設置されていた場

所は震災後（2016 年・2018 年時点）に延縄式養殖施設が設置されるようになり，漁場の

利用方法が変化していた。また，大沢漁港地先の一部水域では，震災前後で筏式養殖施設

と延縄式養殖施設の設置場所が入れ替わっていた。つまり，山田湾では筏式養殖施設の台

数を大幅に削減するだけでなく，養殖施設の種類に応じて設置場所が見直されていたこと

が分かった。この取組みにより，震災後は陸地に近い水域に筏式養殖施設が集中して設置

され，湾中央部から湾口部にかけての水域には延縄式養殖施設が設置されるようになった。

蒔田ら（2004）は流動解析によって養殖施設の配置が海水交換量を増減させることを報告

しており，延縄式養殖施設を湾口に向かうように配置することで筏式養殖施設が設置され

ている陸地に近い水域にまで湾外からの海水が到達しやすくなり，震災前よりも海水交換

が促進されやすくなったと考えられる。 

 三陸やまだ漁業協同組合を通じて販売された震災前から震災後までの年度別のカキ（殻

付き）・カキ（むき身）・ホタテ養殖による生産量・生産金額の推移を図 4.12 に示した。山

田湾のカキは殻付き・むき身の 2 通りで出荷されており，金額ベースでは殻付きカキが多

い。震災後 2014 年度以降の殻付きカキは震災前 2009 年度と比較して生産量ベースで 3

割程度，生産金額ベースで 5 割程度にまで減少している。むき身カキの生産量・生産金額

は 2014 年度以降，2009 年度時点よりも増加している。これは震災後に殻付きカキではな

く，むき身カキとしての出荷する量を増やした結果であると考えられる。ホタテの生産量

は 2012 年度以降，2009 年度の生産量を下回っているものの生産金額は 2014 年度以降，

2009 年度時点を上回っている。つまり，ホタテの生産量は減少したものの生産金額は増加

している。これらカキ（殻付き）・カキ（むき身）・ホタテの生産金額を合計すると 2009 年

度は約 7 億 9500 万円，2018 年度は約 5 億 3000 万円となっており，震災後は震災前の約

2/3 となっていることが分かった。山田湾の筏式養殖施設台数は約 1/3 にまで減少し，カ

キとホタテの養殖量は大きく減少しているが，生産金額はその水準を上回っている。また，

震災後に新たに設置する筏式養殖施設の台数を削減したことによるコストの削減，養殖の

ための種ガキやホタテ半生貝の購入コストも削減されていることを考慮すると，震災後の
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山田湾湾奥部の養殖の生産性は大幅に向上していると言える。 

 以上のように，山田湾の海面養殖施設は震災前後で台数・空間配置ともに大きく変化し

た。震災後は筏式養殖施設の台数と生産量が大幅に減少したものの，生産金額はその水準

を上回っており，山田湾のカキ・ホタテ養殖の生産性は震災後に大幅に向上していること

が明らかになった。 
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図表 

 

表 4.1 高分解能光学衛星 Pleiades-1A（Airbus Defense and Space）の諸元 

（宇宙技術開発株式会社ウェブサイトから引用） 

衛星名称 打上げ日 バンド 
波長帯  

(µm) 

解像度 

 (m) 

量子化 

ビット数 

（bit） 

Pleiades-1A 2011/12/17 
MS 

1 0.43 – 0.55 

2.0 
12 

2 0.49 – 0.61 

3 0.60 – 0.72 

4 0.75 – 0.95 

PAN 1 0.48 – 0.83 0.5 
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表 4.2 海面養殖施設マッピングに用いた人工衛星画像の観測日，衛星名称，使用したマルチ

スペクトルバンド画像の空間解像度，自動抽出のための閾値。閾値は海面養殖施設

周囲の海面の最大値を計算して設定。 

調査場所 観測日 衛星名称 
空間解像度 

（ｍ） 
閾値 

①山田湾 2009/11/23 GeoEye-1 2.0 0.0709 

 2016/4/12 WorldView-2 2.0 0.0992 

 2019/4/8 GeoEye-1 2.0 0.0842 

②広田湾 2015/4/30 Pleiades-1A 2.0 0.0572 
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表 4.3 広田湾の海面養殖施設の検出と種類判別に用いたALOS-2 PALSAR-2データ観測日，

観測時の降水量，最大瞬間風速，風向。 

観測日 
降水量 

（mm） 

最大瞬間風速 

（m/s） 
風向 

2015/9/3 1.0 2.1 北西 

2016/10/13 0.0 4.4 西北西 

2017/8/31 0.0 0.3 西 

2018/8/30 0.0 3.2 北北西 

 

  



73 

 

 

表 4.4 岩手県山田湾の筏式養殖施設の台数・平均面積，延縄式養殖施設の台数・平均延長。

筏式養殖施設は自動抽出，延縄式養殖施設は読図の結果。 

観測日 

筏式養殖施設 延縄式養殖施設 

台数 
平均面積 

（m2） 
台数 

平均延長 

（m） 

2009/11/23 2,631 48.8 1,219 67.1 

2016/4/12 825 48.5 1,268 56.9 

2019/4/8 797 48.4 1,268 57.5 
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表 4.5 岩手県と宮城県の県境に位置する広田湾の筏式養殖施設の台数・平均面積。 

観測日 

筏式養殖施設 

台数 
平均面積 

（m2） 

2015/4/30 1,024 49.5 
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図 4.1 岩手県と宮城県の県境に位置する広田湾の位置と第一種区画漁業権の区画。 

背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画像を使用 
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図 4.2 岩手県と宮城県の県境に位置する広田湾に設置されている(a) 筏式養殖施設，(b) 延

縄式養殖施設。2019 年 1 月 19 日撮影。  
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図 4.3 岩手県山田湾湾奥部の 2009 年 11 月 23 日海面養殖施設マッピング結果（橙色：筏式

養殖施設，青色：延縄式養殖施設）。背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の

画像を使用 
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図 4.4 岩手県山田湾湾奥部の 2016 年 4 月 12 日海面養殖施設マッピング結果（橙色：筏式

養殖施設，青色：延縄式養殖施設）。背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の

画像を使用 
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図 4.5 岩手県山田湾湾奥部の 2019 年 4 月 8 日海面養殖施設マッピング結果（橙色：筏式養

殖施設，青色：延縄式養殖施設）。背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画

像を使用 
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図 4.6 広田湾の位置，気象観測地点（陸前高田），解析した筏式養殖施設，延縄式養殖施設，

海面 1，海面 2 を示した地図。Raft，Longline，Sea surface1, Sea surface2 は，そ

れぞれ筏式養殖施設，延縄式養殖施設，海面 1，海面 2 を示す。（Murata et al. 2019b） 
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図 4.7 図 4.6 で示した筏式養殖施設，延縄式養殖施設，海面 1 と海面 2，それぞれについて

の 3 成分散乱モデルで得られた各成分の寄与率をプロットした三角図；(a) 2015/9/3, 

(b) 2016/10/13, (c) 2017/8/31, (d) 2018/8/30。Raft，Longline，Sea surface1, Sea 

surface2 は，それぞれ筏式養殖施設，延縄式養殖施設，海面 1，海面 2 を示す。 
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図 4.8  2017 年 8 月 31 日観測 ALOS-2 PALSAR-2 全偏波観測画像データを 3 成分散乱モ

デルで計算し，得られた 2 回反射，体積散乱，表面散乱を，赤，緑，青色で示した

RGB 合成図。図中の白実線の四角は(a) 筏式養殖施設，(b) 延縄式養殖施設，それぞ

れの海面養殖施設が多く設置されている範囲。 
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図 4.9 2017 年 8 月 31 日観測 ALOS-2 PALSAR-2 全偏波観測画像データを 3 成分散乱モデ

ルで得られた表面散乱，体積散乱，2 回反射の各成分をグレースケールで示した，図

4.8 中の(a) 筏式，(b) 延縄式，の分布図。各成分の値が小さい場合は黒，大きい場

合には白くなる。 
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図 4.10 広田湾の 2015 年 4 月 30 日海面養殖施設マッピング結果（橙色：筏式養殖施設）。

背景は 2019 年 5 月の人工衛星 Sentinel-2A の画像を使用。 
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図 4.11 図 4.10 中の白実線で囲まれた範囲を拡大して示した図；(a) 船が筏式養殖施設とし

て検出されている図，(b) 2 台の筏式養殖施設が 1 台として抽出されている図。背景

は 2015 年 4 月 30 日観測 Pleiades-1A の近赤外バンドのパンシャープン画像を使

用。 
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図 4.12 三陸やまだ漁業協同組合を通じて販売された(A) カキ（殻付き），(B) カキ（むき身），

(C) ホタテの生産量と生産金額。 
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第 5 章  

総合考察 

 

第１節 リモートセンシングによる海面養殖施設マッピング手法の今後 

国内外の各種政策において海洋状況把握の重要性が高まっている。日本の沿岸海域では

区画漁業権に基づいて海面養殖が営まれており，区画漁業権の位置については海しる（海

上保安庁）などのウェブサイトで確認することができる。一方で，実際の海面養殖施設の

台数や空間配置などの情報は一般にあまり知られていない。これは各地域の漁協やその支

所が自主的に養殖漁場を管理していること，情報の収集には大変な労力と人員を要するこ

と，さらに海面の利用状況は常に変化していることなどが理由として考えられる。一方で，

2018 年 12 月 14 日に公布された「漁業法等の一部を改正する等の法律」によって 2 年以

内に施行される改正漁業法において，海面活用に関する情報の報告が義務づけられ，漁業

権者は情報を収集・集約・報告する必要が生じる。こうした背景もあり，本研究では三陸

沿岸を対象として，高分解能衛星による海面養殖施設の自動抽出手法ならびに合成開口レ

ーダによる海面養殖施設の検出と種類判別を開発した。また，解析の条件を変えて手法を

適用し，汎用性のある手法であることも確認した。これらの手法を用いることで，海面養

殖施設の実際の台数・面積・空間配置などの情報を効率的に把握できるようにした。 

高分解能光学衛星は夜間や悪天候時に地表面の観測を行うことができないため，解析に

使用できるデータ数が限られる。一方，合成開口レーダは夜間や悪天候時においても地表

面の観測が可能であることから使用できるデータ数が多いものの，観測時の地表面の気象

による影響を受ける。そのため，これらの 2 種類の手法を相補的に使用していく必要があ
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ると思われる。今後，本研究では困難であった延縄式養殖施設の高精度での自動抽出手法

の開発が望まれる。 

 高分解能光学衛星画像から岩手県山田湾の海面養殖施設マッピングを行うために目視

判読で 1 枚当たり約 3 日の日数を要した。一方で，自動抽出手法を用いた場合には 5～10

分程度で 1 枚の高分解能光学衛星画像を解析することができた。そのため，正確な台数や

面積といった高精度な結果が求められる場合には筏式養殖施設を自動抽出，延縄式養殖施

設を目視判読で解析を行うことが望ましいが，実際の海面利用状況を示す地図を作成する

ような必ずしも精度が求められない場合には筏式と延縄式養殖施設の両方に自動抽出手

法を適用することも妥当であると考えられる。このように，目的に応じて手法を選択する

ことでこれまで以上に効率的な海面養殖施設マッピングが可能となる。 

 高分解能光学衛星画像は，第１章で述べたように浅海域の海草・海藻藻場のマッピング

にも使用されている。海草・海藻藻場は動植物にとっての生息場，多くの魚類の産卵場，

稚仔魚の生育場となり，海の生物多様性の維持と水産資源の生産の面から必要不可欠であ

ることから保全していく必要がある（Heck et al. 2003, Horinouchi 2007, Kharlamenko 

et al. 2001）。また，海草・海藻藻場はカキ・ホタテ・ホヤなどの養殖種の餌となる有機物

の供給源でもある（Oshima et al. 1999, Jackson et al. 2001）。そのため，海草・海藻藻場

の分布場所を調査することは沿岸生態系を支える場の保全だけでなく，海面養殖にとって

も有益な情報をもたらす。これら自然環境に関する情報と海面養殖施設の台数・空間配置

の情報を地元漁協に提供することで，持続可能な養殖の実現につながると期待できる。ま

た，国・都道府県・市町村の政策決定者に情報を提供することで沿岸域の総合的管理や海

洋空間計画といった政策の実現にも貢献できると考えられる。 

 

第２節 東日本大震災から海面養殖施設の復旧について 

 第４章において，岩手県山田湾の筏式養殖施設の台数が 1/3 にまで削減され，延縄式養

殖施設に置き換わったことや，筏式養殖施設と延縄式養殖施設の設置場所が入れ替わった

場所があることを示した。このように，海面養殖施設の空間配置は震災前後で大きく変化

した。三陸沿岸の海面養殖施設は 2020 年 1 月時点ですでに 100%復旧したと公表されて
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おり（農林水産省 2020），現時点では今後新たに海面養殖施設が震災復旧の一環として再

設置される見込みはない。このことは，海面養殖施設の台数を震災前の水準にまで原形復

旧させることは困難であることを意味している。 

山田湾の筏式養殖施設台数が震災後に 1/3 にまで削減された理由は，過密養殖を解消し

ようという漁業者の取組みによるものであることが知られている（日本経済新聞  2013）。

また，三陸やまだ漁業協同組合へのヒヤリングによると，筏式養殖施設ではなく延縄式養

殖施設による復旧が進められた背景には，筏の製作に要する時間と手間を考慮し，漁協各

支部の養殖組合において早期復旧が可能な延縄式養殖施設の設置を決定したことも理由

として挙げられるとのことであった。つまり，山田湾では養殖施設の原形復旧ではなく，

漁業者が中心となって養殖漁場の利用方法を見直すことによる復興と早期復旧を目指し

たものと言える。この背景には東日本大震災をきっかけとして廃業を決断した漁業者が多

くおり，漁業就業者人口が減少したことを逆手にとって新たに設置する養殖施設の台数を

大幅に減らすことができたという事情もあったと思われる。同様の事例は宮城県志津川湾

においても知られている。志津川湾では，震災前は過密養殖となっていたカキ養殖を改善

するため，漁業者が中心となり，震災後に新たに設置するカキ延縄式養殖施設の台数を 1/3

～1/2 にまで減少させる取組みを行った（Komatsu et al. 2019）。この取組みによって，養

殖施設の台数を適正な数にまで削減し，若いカキを早く成長させて出荷するという，人手

のかけ方を変えたことでカキ養殖の効率化と健全な海底環境の維持の両方を実現した（柳 

2019）。この取組みによって志津川湾戸倉地区の養殖カキは，環境に大きな負担をかけず，

地域社会にも配慮した養殖業を認証する世界的団体である水産養殖管理協議会

（Aquaculture Stewardship Council：ASC）による認証を 2016 年に取得している（WWF

ジャパン 2016）。山田湾においても筏式養殖施設の台数を大幅に減少させたことにより，

海底環境への負荷は震災前よりも低減したと考えられ，カキ・ホタテ養殖の効率化と健全

な海底環境の維持につながっているものと考えられる。 

以上のように，震災前の山田湾では海面養殖施設が過剰に設置されていたことで養殖の

生産性が低下していたが，震災をきっかけとして台数の大幅削減や設置場所を変更するこ
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とで過密養殖を解消させ，生産性の向上を目指す取組みが行われていた。今回リモートセ

ンシングによる過去に遡った解析からこの取組みを明らかにすることができた。 

 

第３節 海面養殖施設マッピング手法の他分野での利用 

本研究で開発した海面養殖施設マッピング手法は持続可能な養殖を実現するための有

効な手法になると考えられる。例えば，二枚貝の ASC 認証では「海域全体に占める養殖

海域の面積が 10%未満」（ASC 2012）であることが一つの審査要件となっている。今回

のマッピング手法はこれを示すために有効である。また，近年では海面養殖施設マッピ

ングを行い，その結果を生態系モデルに取り入れる研究も行われている（例えば 山本ら 

2017）。生態系モデルでは養殖漁場の環境現況再現を行い，環境収容力を推定することが

できる。これによって養殖対象種の転換や複合養殖の可能性，海面養殖施設の空間配置

の変更など，より良い養殖の実現に向けた検討が可能となる。このように，海面養殖施

設マッピング手法は漁業に関連する分野にとって有効な手法である。 

海面養殖施設マッピング手法は漁業に関連する分野以外にも有効であると考えられ

る。リモートセンシングは広範囲のデータを同時かつ客観的に収集できるため，情報を

集約し，関係者間で共有することで利害調整や紛争解決につながると考えられる。例え

ば，区画漁業権で免許されている区画外に海面養殖施設が設置されている場合がある。

このような場合にはマッピング手法を用いて設置されている海面養殖施設の情報を可視

化し，関係者間で共有することで航行船舶の安全確保につながる。また，近年進められ

ている洋上風力発電等の開発事業では，事業着手前に環境影響評価・環境現況調査を行

い，海面の利用状況を把握することが望ましい。今回開発したマッピング手法はこのよ

うな調査を行う上でも有効である。 

以上のことから，本研究で開発した海面養殖施設マッピング手法は漁業に関連する分

野に限らず，船舶航行安全や環境影響評価等の分野においても利用が期待でき，持続可

能な沿岸域の実現につながるものである。   
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